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【本ハンドブックについて】 

本ハンドブックに掲載した情報は 2023年 3月時点で把握している情報をもとにしております。本ハン

ドブックにおいては、基本的に事実情報を提供することを目的としておりますが、各国の法制度や裁判

例については、解釈にまで踏み込んだ情報提供をしている部分もございます。一般的な解釈がこの通り

であることを保証するものではありませんのでご注意ください。 

本ハンドブック内の情報を利用することで生じたいかなるトラブル、損失、損害に対しても、委託事

業者及び検討委員会、文化庁は一切責任を負いません。なお、権利行使に際しては、相手先から名誉・

信用毀損や権利濫用等として、反対に責任を問われるリスクもありますので、必要な場合には弁護士等

にも相談の上、慎重にご対応ください。 

 

 



 

はじめに 

 

１．デジタル時代における著作権侵害 

 

近年の急速なデジタル化・ネットワーク化の発展、スマートフォンの普及などに伴い、インター

ネット上においても日本の音楽・アニメ・映画・マンガ・ゲームなどの海賊版が世界規模で流通し、

その被害が急増していることはもはや言うまでもない。このような状況を踏まえ、かつて文化庁で

は、日本の著作権者・コンテンツ企業等がインターネット上の海賊版に対して権利を行使するため

の一助となることを目的に、2015 年当時の最新情報を調査し、2016 年 3 月に「インターネット上

の著作権侵害（海賊版）対策ハンドブック‐米国・韓国・インドネシア‐」（以下「旧ハンドブック」

という。）を発行している。本ハンドブックは、旧ハンドブックと同様の思想を契機としつつも、後

述するように、より発展的な展開を試みたものである。 

旧ハンドブック発行以降も、我が国におけるインターネット上の著作権侵害による被害はなお甚

大である。例えば、2019 年に大規模違法リーチサイト「はるか夢の址」事件において主犯らに対す

る実刑判決が確定し、また同年に史上最悪の海賊版サイト「漫画村」の運営者と疑われる者が逮捕・

起訴された。これら事件も踏まえ、我が国では 2020 年 6 月に「インターネット上の海賊版対策の

強化」に関する著作権法改正がなされた。 

しかし、これまでの海賊版被害による教訓は、当該法改正によって完結するものではなく、今後

の著作権実務へ集約していくことが重要である。例えば、近年、上記のような典型的なリーチサイ

ト・海賊版サイトに加え、いわゆる「ファスト映画」のアップロードによる被害が拡大したが、権

利者や専門家の協働により、「ファスト映画」のアップロード者についても、2021 年に有罪判決が

下され、2022 年には民事訴訟で 5 億円の損害賠償を命ずる判決が下された。これらのことを踏ま

え、デジタル時代におけるコンテンツビジネスの現状や、これまでの著作権者・コンテンツ企業等・

文化庁を取り巻く海賊版対策史を俯瞰すると、以下のような視点が導ける。 

 

[視点①] 

デジタル時代において、海賊行為の多様化・匿名化により、海賊版対策への対策も日々進化して

いる。また、デジタル時代に対応した著作権法等の改正も日本国及び各国で頻繁に行われている。

そのため、海賊版対策や法改正に関する情報もタイムリーなアップデートが必要である。 

 [視点②] 

近年、インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策に関する事例が蓄積されてきており、一部

の著作権者・コンテンツ企業等においては相当程度のノウハウや知識が集約・成熟されている（企

業内の海賊版対策専門家の出現）。これら海賊版対策専門家のノウハウや知識は極めて有用である。

一方、海賊版対策専門家を擁するコンテンツ企業等が必要とする情報は、高度な内容となる。 

[視点③] 

著作権侵害対策が引き続き重視されていることのほか、海賊版対策専門家の出現が刺激となり、

新たに海賊版対策に積極的に対応する著作権者・コンテンツ企業等が増加している。また、近年の

デジタル時代の動向として、SNS の急速な普及により、UGC がコンテンツビジネス市場に参入し

ており(いわゆる「一億総クリエイター時代」)、今後は個人レベルで行われる小規模な海賊版対策



 

も念頭に入れる必要がある。そのため、新たに海賊版対策を行う者（新規対応者）への情報提供の

場が必要である。 

以上の視点①ないし③を念頭に、本ハンドブックを取りまとめたい。 

 

２．本ハンドブックの構成 

 

（１）総論編 

 

著作権侵害に対する法的手続（摘発や民事訴訟）は、本来、各国の著作権保護制度に則って行わ

ねばならないものである。しかし、インターネットという国境を越えた場所における海賊版対策に

関しては、実務上、各国の著作権保護制度に則った対応を行う前に、国を意識しない「共通の対応」

を実施することが効率的かつ有効であることがある。また国内及び国外、さらには対象国すら問わ

ない「共通の論点」が存在する。 

本ハンドブック総論編では、このような実務を念頭において、まずは「共通の対応」や「共通の

論点」などについて整理している。なお、総論編については、その性質上、新規対応者にとって有

用な情報となることが多い。そのため、後述の検討委員会において海賊版対策専門家等の有識者よ

りヒアリングしたノウハウ・知識を集約し、これまで海賊版対策の経験がない者にも理解できるよ

う、可能な限り基本的な事項にも踏み込んだ解説をしている（視点③）。 

 

（２）各論編（各国編） 

 

次に、総論編に記載する国内における「共通の対応」を実施しても奏功しない場合、各国の法制

度に基づいた侵害対応実務等を行う必要がある。そこで、本ハンドブック各論編（各国編）におい

ては、各国ごとに具体的な法制度及びそれに基づく権利行使等を調査し、取りまとめている。権利

者へのアンケートの結果、法制度等の整備状況、コンテンツ市場規模等に鑑み、2020 年度において

は米国、ベトナム、ロシアを調査対象とし、2021 年度においては中国を調査対象とした。また、

2022 年度においては、インドネシア及び中南米の初期調査を行った。 

各論編については、国内の対応が万策尽きたことを前提に、各国におけるエンフォースメント等

を念頭に置いた解説となるため、その性質上、内容は海賊版対策専門家向けの高度な情報となる。

そのため、後述の検討委員会において海賊版対策専門家等の有識者より、必要な情報や問題意識に

ついてヒアリングを実施している（視点②）。なお、海賊版対策専門家においては、多忙なことが多

いため、エッセンスとなる情報のみを的確に集約し、分量をコンパクトに収めることとした。 

初めて海賊版対策業務等に取り組まれる方においては、各論編を読む前提として、総論編を熟読

されることをお勧めしたい。 

 

（３）分冊構成 

 

最後に、これら本ハンドブックの総論編・各論編については、それぞれ分冊として発行している。

これは、各論編における調査対象国を随時追加することのほか、視点①から、総論編、各論編の内



 

容ごとに、各々最新状況に応じた合理的かつ迅速なアップデートを可能とすることを念頭に置いて

いるためである。 

 

 

３．本ハンドブック策定の背景 

 

本ハンドブック策定にあたっては、IP FORWARD 株式会社を委託先とし、執筆協力を頂いた。 

また、本ハンドブックに記載する内容や調査項目等については、海賊版対策専門家や著作権に係

る法制度に精通した有識者からなる「検討委員会」における検討を通じて、調査を実施している（調

査には、本分野における経験が豊富な企業等へのヒアリングを含む。）。 

「検討委員会」の委員は以下のとおりである。検討委員会については、コロナ禍という特殊な状

況の中、極めて豪華な面々に集まって頂き、ご高見を承ることができた。専門的見地から適切なア

ドバイスを頂いた検討委員の方々、及び貴重な情報提供を頂いた各専門家、コンテンツ事業者、各

団体の方々にこの場を借りて謝意を表したい。 

 

検討委員会 

【委 員】（五十音順） 
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長代理） 
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後藤 健郞  氏（一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）代表理事） 

鷹野 亨   氏（IP FORWARD 法律特許事務所 弁護士・弁理士） 

墳﨑 隆之  氏（T & K 法律事務所 弁護士、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）

事務局長） 

中島 博之  氏（東京フレックス法律事務所 弁護士、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機

構（CODA）国際執行プロジェクト リーガルディレクター） 
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[総論編] 

本ハンドブックでは、インターネットを利用して行われている著作権侵害の具体的な態

様を概観するとともに、ウェブサイト上での著作権侵害を発見した際に、当該ウェブサイ

トの運営者やサーバーの所在地のいかんにかかわらず、とり得る事実上の対応方法及び法

律上の権利行使に係る参考情報等を紹介する。 
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Ⅰ．基本情報 

 

 本ハンドブックでは、インターネット上で流通する海賊版コンテンツの対策について解

説する。はじめに、著作物、海賊版、インターネットを利用した著作権侵害の態様に関し

て基本的な説明をする。 

 なお、本ハンドブックでは、別途の記載がない限りは日本法を前提としつつ、海外での

権利行使が必要な場面については一部海外の法制度等についても紹介する。各国の制度や

対策について詳しく知りたい場合は、「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策ハ

ンドブック」の各論編を参照されたい。 

 

１．著作物とは 
 

 著作権法においては、著作物とは「思想又は感情を創作的に表現したものであつて、文

芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」と定義される（著作権法第 2 条第 1 項第 1

号）。思想や感情をもって創作されたものであれば、誰によって作成されたかにかかわら

ず著作物となる。一方で、事実のみの記載や単なるアイディアのみは著作物にはならない

1。 

 

 

  

 
1 事実に基づいて表現した文章、創作性のあるデータ集など著作物に該当し得る場合もある。 
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著作物を創作する者を「著作者」という（著作権法第 2 条第 1 項第 2 号）。著作権は、

著作物を創作した時点で「自動的」に付与され、行政庁等への登録など、権利を取得する

ための手続は必要ない（著作権法第 17 条第 2 項）。 

著作権は、他人が「無断で○○すること」を止めることができる権利であり、「著作者

人格権」と「著作権（財産権）」の 2 つで構成されている。 

 この 2 つの権利のうち、著作者の人格権は譲渡できないが、著作権は譲渡可能である。

著作者でなくとも著作権を譲渡や相続により譲り受けた者が著作権を有することが可能で

あり、著作権を有する者のことを「著作権者」という。 

 

 著作者の人格権（著作者の人格的利益を保護する権利） 

 

公表権（18 条） 未公表の著作物を公表するかどうかを決定する権利 
氏名表示権（19 条） 著作物に著作者名を付すかどうか、付す場合に名義をどうす

るかを決定する権利 
同一性保持権（20 条） 著作物の内容や題号を著作者の意に反して改変されない権利 

 

 著作権（財産権）（著作者の財産的利益を保護する権利） 

 

複製権（21 条） 著作物を印刷、写真、複写、録音、録画その他の方法により 
有形的に再製する権利 

上演権・演奏権（22 条） 著作物を公に上演し、演奏する権利 
上映権（22 条の 2） 著作物を公に上映する権利 
公衆送信権等（23 条） 著作物を公衆送信し、あるいは、公衆送信された著作物を公

に伝達する権利 
口述権（24 条） 著作物を口頭で公に伝える権利 
展示権（25 条） 美術の著作物又は未発行の写真の著作物を原作品により公に

展示する権利 
頒布権（26 条） 映画の著作物をその複製物の譲渡又は貸与により公衆に提供

する権利 
譲渡権（26 条の 2） 映画の著作物を除く著作物をその原作品又は複製物の譲渡に

より公衆に提供する権利（一旦適法に譲渡された著作物の 
その後の譲渡には、譲渡権が及ばない。） 

貸与権（26 条の 3） 映画の著作物を除く著作物をその複製物の貸与により公衆に

提供する権利 
翻訳権・翻案権等 
（27 条） 

著作物を翻訳し、編曲し、変形し、脚色し、映画化し、 
その他翻案する権利 

二次的著作物の利用に関

する原著作者の権利（28
条） 

原著作物の著作者の、翻訳物、翻案物などの二次的著作物の

利用に関する権利 
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２．海賊版とは 
 

「海賊版」とは、著作権で保護される著作物を、著作権者の許諾なしに、複製・出版等

したものをいう。 

海賊版における典型的な著作権の侵害形態としては、無断で著作物を再製する複製権侵

害である。加えて、そのように無断で複製されたコンテンツを、インターネット上にアッ

プロードすることは、公衆送信権等の侵害にもなる。 

本来、海賊版とは、もとのコンテンツを無許諾でそのまま複製するデッドコピーを指し

ていたが、最近では巧妙化が進んでいる。例えば、漫画の画像自体は使っていなくともセ

リフやト書きなどを丸写しして、最初から最後までの内容を書き写したようなネタバレサ

イトや、映画の映像を無断利用し字幕やナレーションをつけた短時間の動画で、映画の内

容が結末まで分かるようにしたファスト映画といった侵害形態が現れている。これらの形

態は、一見、テキスト部分を引用しているのみ、感想を記載しているのみに見えるが、実

態としては正規の著作物から多くのコンテンツを無断で転載・アップロードしており、著

作権を侵害する可能性が高い。実際に日本で刑事罰等が科されている事例もある（詳細は

133 頁参照）。 

 

３．インターネットを利用した著作権侵害の態様 
 

 インターネットを利用した著作権侵害は大きく以下の 2 種類に分かれる。 

 

①正規コンテンツも多く含まれる大手動画配信サイトや SNS プラットフォーム

（YouTube や TikTok など）上に海賊版コンテンツがアップロードされている場合 

②海賊版コンテンツを主として配信・掲載することを目的とした独立サイト（漫画村な

ど）に海賊版コンテンツがアップロードされている場合 

 

海賊版コンテンツを発見した場合、①については、削除要請（海賊版コンテンツを掲載

しているウェブサイトなどの運営者に対し、任意で削除するように求める手段）が有効で

あり、その詳細は 20 頁以下で解説する。②については削除要請しても任意に削除される

可能性は低く、別途の対応を検討する必要がある。その詳細は 122 頁以下で解説する。 
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さらに細かく侵害態様をみていくと、モバイルアクセス環境の向上やスマートフォンの

普及により、インターネットを利用した著作権侵害は多様化しており、手口も巧妙化した

ものが増えてきている。具体的には以下のようなものがある。なお、これらはあくまでも

代表例であり、海賊版コンテンツについて、これで全ての態様が網羅されているわけでは

ない。 

 

 動画配信サービス（ストリーミング） 

動画投稿サイトなどにアップロードされた海賊版コンテンツのデータをウェブサイト上で 

ユーザーが視聴・閲覧する（海賊版コンテンツのデータ自体はユーザーにはダウンロード 

されない。）。表面上は動画投稿サイトの態様であっても、実際には全て又は大半の海賊版

コンテンツのデータを運営者自身がアップロードしている動画配信サイトなども存在する。 

音楽・映像・出版などの海賊版コンテンツに利用される。 

 

 ファイル共有サービス（P2P） 

特定のネットワークにつながったユーザー個人が海賊版コンテンツのデータを共有する。 

特別なソフトウェアやネットワークの知識が必要となることも多く、ユーザーは限定的と

思料される。 

音楽・映像・出版・ゲームなどの海賊版コンテンツに利用される。 

 

 ファイルストレージサービス 

オンラインストレージなどにアップロードされた海賊版コンテンツのデータをユーザーが 

ダウンロードやストリーミングをして視聴・閲覧する。リーチサイトからの誘導も多く、

特定のリーチサイトからのみ開くファイルなども存在する。 

音楽・映像・出版・ゲームなどの海賊版コンテンツに利用される。 

 

 オンラインリーディング 

サイト上にアップロードされた海賊版コンテンツのデータをユーザーが閲覧する。かつて 

話題となった海賊版漫画サイト「漫画村」などがこれにあたる。現在でも「第 2 の漫画村」 

と呼ばれる新たな海賊版サイトが続々と生まれており、正規版流通の大きな妨げとなって 

いる。 

出版などの海賊版コンテンツに利用される。 
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 スマートフォンアプリ（を利用したもの） 

ユーザーが、スマートフォンのアプリケーションをダウンロードして、当該アプリを通じ 

て配信された海賊版コンテンツのデータを視聴・閲覧する。動画配信サービスのサイト上 

の海賊版コンテンツのデータに繋がるものもあれば、専用アプリケーションを通じてのみ

海賊版コンテンツのデータにアクセスできるものもある。 

音楽・映像・出版などの海賊版コンテンツに利用される。 

 

 ソーシャルネットワークサービス（SNS）（を利用したもの） 

SNS 上にアップロードされた海賊版コンテンツのデータをユーザーが視聴・閲覧する。 

SNS によっては動画などのデータのアップロード制限もあり、分割して海賊版コンテン 

ツのデータが掲載されることもある。他の海賊版コンテンツ掲載サイトへの誘導にも利用 

されている。 

映像などの海賊版コンテンツに利用される場合もあれば、昨今では SNS 内のアルバム機

能を使って大量の漫画画像をアップロードするなど漫画や出版物の海賊版コンテンツにも

利用される。 

 

 掲示板（を利用したもの） 

掲示板上にアップロードされた海賊版コンテンツのデータをユーザーが視聴・閲覧する。 

他の海賊版コンテンツの掲載されているサイトへの誘導にも利用されている。 

映像などの海賊版コンテンツに利用される。 

 

 リーチサイト 

サイト上には海賊版コンテンツのデータは存在せず、他の海賊版コンテンツのデータのあ

るサイトへ誘導する。複数のサイトへの誘導（リンク）を貼っているものが多い。 

なお、令和 2 年改正の著作権法第 113 条第 2 項第１号イ及びロにおいては、差止対象と 

なるウェブサイト等として、「公衆を侵害著作物等に殊更に誘導するもの」及び「主とし 

て公衆による侵害著作物等の利用のために用いられるもの」が規定されている。 

 

 E コマースサイト（を利用したもの） 

サイト上で海賊版コンテンツのデータを収録した DVD や他人の著作物を利用したグッズ 

（キャラクターグッズ）などが販売されている。 

ジャンルを問わずあらゆる海賊版コンテンツに利用される。 
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Tips 違法ストリーミング視聴機器 
 
違法ストリーミング視聴機器（ISD：Illicit Streaming Device）とは、利用者がディ

スプレイに接続することで、海賊版コンテンツをストリーミング形式で視聴できるよう

にする機器であり、当該機器自体には海賊版コンテンツのデータなどは含まれていない

ことが多い。以前は  Netflix のようなビデオオンデマンド（VOD：Video On 
Demand）の形式で海賊版コンテンツのデータを利用者へ配信する侵害形態が多かった

が、現時点では、違法 IPTV（Internet Protocol Television：インターネット回線を介

してコンテンツをテレビ視聴用に配信するサービス）の運営者がテレビのライブストリ

ームを提供しているものが多い。 
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４．著作権侵害に係る法令 
 

日本における海賊版コンテンツの削除要請は、著作権侵害に基づく差止請求を根拠に行

われることが多い。 

一方で、海外ウェブサイトなどへの削除要請フォームは、米国デジタルミレニアム著作

権法 （DMCA）の削除要請の要件をベースとしていることが多い。 

 

Tips 日本著作権法改正 
 
令和 2 年の著作権法改正のうち、海賊版対策にも大きく影響する①リーチサイト対

策、②侵害コンテンツのダウンロード違法化に関する改正について解説する。①リーチ

サイト対策については令和 2 年 10 月 1 日から、②侵害コンテンツのダウンロード違法

化については令和 3 年 1 月 1 日に施行された。 
 
①リーチサイト対策 

令和 2 年の著作権法改正において、リーチサイトが「公衆を侵害著作物等に殊更

に誘導するもの」及び「主として公衆による侵害著作物等の利用のために用いられ

るもの」と規定され、リーチサイト運営行為を刑事罰（5 年以下の懲役等：親告罪）

の対象とするとともに、リーチサイトにおいて侵害コンテンツへのリンク等を提供

する行為が、著作権等を侵害する行為とみなされ、民事措置及び刑事罰（3 年以下の

懲役等：親告罪）の対象とされた 2。 
 
②侵害コンテンツのダウンロード違法化 

違法にアップロードされたものだと知りながら侵害コンテンツをダウンロードす

ることについて、私的使用目的であっても著作権等を侵害する行為とし、特に、正

規版が有償で提供されているものについては、ダウンロードを継続的に又は反復し

て行う場合には、刑事罰の対象とされた。 
令和 2 年の著作権法改正において、このような違法にアップロードされた著作物

のダウンロード規制について、これまで対象であった映像や音楽に加え、書籍や漫

画、ソフトウェアのプログラムなど著作物全般に対象範囲が拡大された 3。 
なお、国民の情報収集等を過度に萎縮させないよう、①漫画の１コマ～数コマな

ど「軽微なもの」や、②二次創作・パロディ、③「著作権者の利益を不当に害しな

いと認められる特別な事情がある場合」などは規制対象から除外することとされ

た。 
 

 

  

 
2 著作権法第 113 条第 2 項～第 4 項、第 119 条第 2 項第 4 号・第 5 号、第 120 条の 2 第 3 号など 
3 著作権法第 30 条第 1 項第 4 号・第 2 項、第 119 条第 3 項第 2 号・第 5 項等 
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Tips 米国デジタルミレニアム著作権法（DMCA） 
 
米国デジタルミレニアム著作権法（DMCA）は、米国で 1998 年 10 月に制定・施行

された連邦法であり、合衆国法典第 17 編に収録された著作権法（17U.S.C.）などを改

正する立法である。17U.S.C.§512 によって、海賊版コンテンツがウェブサイトなどに

投稿された際の通報（notice）と削除（takedown）手順（ノーティスアンドテイクダウ

ン手続（notice and takedown））及び免責条件が明文化された。 
DMCA の制定後、日本の特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情

報の開示に関する法律（いわゆるプロバイダ責任制限法）（2002 年成立）や、EU の情

報社会指令（2001 年成立）・DSM 著作権指令（2019 年成立）など、目的が類似する法

律が他地域で制定された。 
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II．インターネット上の海賊版コンテンツへの対応（削除要請） 

 

１．海賊版の調査 
 

（１）侵害調査の概説 
 

 インターネット上の海賊版コンテンツは拡散速度が速いため、これを効果的に抑止する

ためには、早期に海賊版コンテンツを発見し、それに対して継続的な対応をとることが重

要となる。 

 

ア．一般的な検索サービスでのテキスト検索 
 

 Google や Yahoo!といった一般的な大手検索サービスでは、テキストによる検索を行う

ことで海賊版コンテンツを発見できることがある。 

 検索キーワードは、作品名やタイトル、話数、作家やアーティスト名などを組み合わせ

て行う。ただし、日本語とは限らず、中国語、英語、韓国語など様々な言語が用いられた

り、略称や隠語が用いられたりすることもあるので、複数の言語や想定される略語などで

も検索を行うことが望ましい。 

 

イ．海賊版コンテンツ掲載ウェブサイトでの「サイト内検索」 
 

動画投稿サイトなどにおいては、当該サイト内のみを対象としてテキスト検索が可能な

「サイト内検索」が用意されているものがあり、これを利用して海賊版コンテンツを発見

できることがある。検索方法については基本的に上記アと同様であり、作品名などを検索

キーワードとし、言語も日本語だけでなく当該サイト内で使用されている言語についても

行うのが望ましい。また略語などでも行うべきである。 

 なお、一部の動画投稿サイトにおいては、検索から削除などの要請までを一貫して行う

ことができるコンテンツ管理ツールが提供されている 4。 

 

  

 
4 例として、動画投稿サイト YouTube における Content ID 等の管理ツール（46 頁参照）。 
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Tips 海賊版コンテンツへのアクセスにおける注意点 
 
海賊版コンテンツ掲載サイトにアクセスするとウイルスに感染するおそれなどの様々

なリスクがあることから、次のような準備・対策を行って実施することが望ましい。 
 
①社内 LAN から切り離された海賊版コンテンツ対策専用の端末を用意する 

海賊版コンテンツ掲載ウェブサイトへのアクセスや削除要請などの過程で、社内

の他のパソコンやシステム全体がウイルスに感染することを未然に防ぐ必要がある

ことから、海賊版コンテンツ対策に使用するパソコンは、社内 LAN から切り離され

た専用端末を用意することが望ましい。そして、その端末には、社外に漏れると困

るファイルは置かないなどの注意が必要である。 
 
②海賊版コンテンツ対策専用のメールアドレスやアカウントを作成する 

海賊版コンテンツの削除要請や警告文の送付に使用したメールアドレスには大量

の迷惑メールが来る可能性があり、これらの電子メールを通して認証情報が盗まれ

るなどのリスクも考えられる。そのため、海賊版コンテンツ対策専用のメールアド

レスを作成して使用することが望ましい。 
 
③広告はウイルス感染の危険性が高いのでクリックしない 

海賊版コンテンツ掲載ウェブサイトにアクセスしたときには、インターネット広

告が表示されることがあるが、こうした広告をクリックすることでウイルスに感染

することがある。そのため、不用意にクリックしないよう注意する必要がある。ま

た、アカウント登録に使用したメールアドレスや削除要請に使用したメールアドレ

スに広告メールが送られてくる場合があるが、こうしたメールに掲載されたリンク

や添付ファイルについても、クリックしないよう注意する必要がある。また、拡張

機能などで広告ブロックツールを用いることによって、広告をブロックし、効率が

上がることがある。もっとも、多くの海賊版サイトは広告表示で収入を得ているた

め、広告ブロックツールを無効にしなければ視聴できない場合が多い。 
 
④使用するパソコンにはセキュリティソフトを入れておく 

ウイルスの感染を防ぐための基本的な対策として、アンチウイルスソフトなどの

セキュリティソフトをインストールする必要がある。ただし、セキュリティソフト

の影響で、ウェブサイト上に設けられた削除要請フォームなどに進めない場合があ

る。その場合には、必要に応じて、セキュリティソフトの機能を停止又は制限し

て、作業を行った後、再びセキュリティソフトを機能させることで、ウイルス感染

のリスクを軽減することができる。 
とりわけ、ファイル共有ソフトによって入手したファイルを取り扱う場合には、ウ

イルスが混入している可能性が高いことから、ファイルのダウンロード及び解凍を

行う際には、十分な注意が必要である。 
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（２）権利行使をしても問題ないコンテンツかの確認 
 

 無断アップロードと疑われる海賊版コンテンツを発見した場合、権利者は以下の点に注

意すべきである。 

 

ア．正規ライセンスされたものや他の権利者のものではないか 
 

市場に流通しているコンテンツの中には、例えば海外のライセンス先企業がプロモーシ

ョン動画として配信していた場合など、正規にライセンスされたコンテンツも含まれ得る。

したがって、権利行使の前に、当該コンテンツに係るライセンスの有無を確認する必要が

ある。 

かかる正確な判断を行うためには、ライセンス先との情報共有を行い、定期的にホワイ

トリスト（自社やライセンス先が正規に配信するコンテンツや、権利行使すべきでないと

あらかじめ判断されているコンテンツなどをまとめたもの）や海賊版コンテンツに対して

削除ではなく収益化といった手段を選択しているとの情報をアップデートして最新のもの

にしておくことが重要である。 

 

イ．権利制限に該当する利用ではないか 
 

 自社コンテンツがコピーされている場合であっても、私的使用、写り込みや引用など、

権利制限規定の対象となる場合には、権利行使の根拠を欠くことになる。そのような場合

に削除要請をして実際にコンテンツが削除されると、不当に削除されたとして営業妨害な

どを理由に訴訟を提起される可能性がある。そのため、判断が難しい場合には、担当者を

変えて改めて視聴することや専門家の意見を聞くことなどによる再確認を行った上で、権

利制限に該当する利用かどうかを慎重に判断することが望ましい。 

 下記では、海賊版コンテンツの削除時に問題となることが多い権利制限規定について概

説する 5。 

 

  

 
5 権利制限規定の一覧については、以下も参照。

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/pdf/93736501_11.pdf 
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（ア）私的使用目的のための複製（著作権法第 30 条） 
 

家庭内など限られた範囲内で仕事以外を目的として使用するために、著作物を複製する

ことができる。同様の目的であれば、その翻訳、編曲、変形、翻案もできる（著作権法第

47 条の 6 第 1 項）。 

例えば、テレビ番組を録画しておいて後日自分で見る場合や、学生が自分の勉強のため

にインターネットから適法に公開されている著作物をプリントアウトする場合が挙げられ

る。 

 しかし、映画の盗撮など一定の場合には、私的使用目的であってもこの権利制限規定は

適用されない 6。 

 加えて、この権利制限規定はあくまで「複製（その翻訳、編曲、変形、翻案）」に適用

されるものであり、インターネットでの利用（公衆送信）など複製以外の場合には適用さ

れず、著作権者の許諾が必要となる。 

 

（イ）写り込み（著作権法第 30 条の 2） 
 

 例えば、写真撮影やビデオ収録の際、背景に著作物であるキャラクターの絵が写り込ん

でしまうことや、キャラクターの絵が写り込んだ写真をブログに掲載すること等が著作権

侵害になるかが問題となるが、著作物が軽微な構成部分にとどまり、かつ撮影対象からの

分離の困難性があることや当該著作物の役割等に照らして正当な範囲での利用である場合、

著作権法では、付随して対象となる事物等に係る他の著作物（付随対象著作物）の利用と

して、侵害行為にならないと規定されている。 

 令和 2 年の著作権法改正によって、これまでの写真の撮影、録音及び録画に限られず、

複製伝達行為全般が適用対象となり、生配信、スクリーンショット、CG 化なども対象に

含まれることになった。 

 一方で、本来の撮影対象としてポスターや絵画を撮影した写真をブログに掲載する場合

や、写っている物自体の顧客吸引力を利用するような態様で商品として販売する場合など

は、付随対象著作物とはいえず、原則として著作権者の許諾が必要となる。 

  

 
6 この特例は、日本国内における最初の有料上映後 8 月を経過した映画については適用されない。 
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（ウ）引用（著作権法第 32 条） 
 

例えば、あるコンテンツにおいて自社コンテンツの一部のみがコピーされて使用されて

いるような場合、それは「引用」にあたるとされ、権利侵害とならないことがある。もっ

とも、「引用」に該当するためには一定の要件を充足する必要があるため、上記のような

場合であっても「引用」にあたらず権利侵害に該当するケースは多々ある。 

著作権法第 32 条第 1 項は、公正な慣行に合致するものであり、かつ、報道、批評、研

究その他の引用の目的上正当な範囲内で行なわれるものであれば、公表された著作物を引

用 して利用することができると定めている。この「公正な慣行に合致するもの」の要件に

ついては様々な要素を考慮して判断されるが、最判昭和 55 年 3 月 28 日 7は、「明確区別性」

と「主従関係」（附従性）を挙げている。加えて、引用する場合には、利用の態様に応じ

て合理的と認められる方法及び態様により出所を表示しなければならない（著作権法第 48

条第 1 項第 1 号）。なお、出所の明示は、公正な慣行に合致しているかどうかを判断する

ための考慮事項になり得る。 

より具体的には、第一に「明確区別性」は、引用である部分が引用と分かるように、引

用とそうでない部分を明確に区別するというものである（例えば、文章を引用している場

合には鍵括弧でくくる等）。また、「主従関係」（附従性）とは、「引用以外の部分が主、引

用部分が従の関係」が認められることであり、引用して利用する側の著作物等と、引用さ

れて利用される側の著作物等の間に、前者が主、後者が従の関係が求められる。例えば、

作品の大部分が他人のコンテンツで、作成者はわずかなコメントを付しているだけという

ような場合、引用されて利用される側の著作物が主になっているといえ、「引用」には該

当しないと考えられる。 

こうしたことから、自社コンテンツの一部が抜粋され使用されているというだけで権利

行使を諦める必要はなく、また権利侵害コンテンツを疑われるコンテンツをインターネッ

ト上にアップロードした者から「引用」の主張をされたとしても直ちに削除要請等を撤回

する必要もなく、上記要件を満たすか否かを検討した上で、満たさないのであれば権利侵

害である旨を主張することが考えられる。例えば、ダイジェスト（要約）のように、それ

を読めば作品のあらましが概ね分かるというようなものは、二次的著作物の創作に関する

権利（翻案権、著作権法第 27 条)が働くので、これを許諾なく公開すれば、元の作品の著

作権者の権利を侵害することになる可能性は高い。 

 

  

 
7 民集 34 巻 3 号 244 頁 
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（エ）営利を目的としない上演等（著作権法第 38 条） 
 

営利を目的とせず、観客から料金をとらない場合は、公表された著作物を上演・演奏・

上映・口述することができる。ただし、出演者などに報酬を支払う場合はこの権利制限規

定は適用されない。 

 営利を目的とせず、貸与を受ける者から料金をとらない場合も、CD など公表された著

作物の複製物を貸与することができる。ただし、ビデオなど映画の著作物の貸与について

は、その主体が政令 8で定められた視聴覚ライブラリー等及び政令 9で定められた聴覚障害

者等の福祉に関する事業を行う者（非営利目的のものに限る。）に限られ、さらに、著作

権者への補償金の支払いが必要となる。 

 

（オ）美術の著作物等の譲渡等の申出に伴う複製等（著作権法第 47 条の 2） 
 

美術又は写真の著作物等について、それらの譲渡等の申出のために行う商品紹介用画像

の掲載（複製及び自動公衆送信）は、政令 10で定める著作権者の利益を不当に害しないた

めの措置（画像を一定以下の大きさ・画素にすることなど）を講じている場合に限って行

うことができる。 

 

（カ）電子計算機による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用（著

作権法第 47 条の 5） 
 

電子計算機による情報処理により新たな知見や情報を創出する一定の行為について、そ

の結果の提供の際、著作物の一部を軽微な形で提供できることにするとともに、当該行為

の準備のために複製等を行うことができる。例えば、検索エンジンサービスにおいて著作

物の内容の一部を検索結果に表示する場合や、AI 等による情報解析を行うサービスにおい

て情報解析の結果を提供する場合などが例として挙げられる。 

  

 
8 著作権法施行令第 2 条の 3 
9 著作権法施行令第 2 条の 2 第 1 項第 2 号 
10 著作権法施行令第 7 条の 2 
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ウ．費用対効果やビジネスへの影響などの観点から許容すべきかどうか 
 

 著作権侵害に該当すると判断できるコンテンツであっても、その全てに対して権利行使

するか否かについては、さらに検討する余地がある。 

 例えば、ユーザーによる改変作品である場合や、正規版コンテンツのデッドコピーでは

あるが再生時間が非常に短いものなどについては、ビジネスへの被害の程度や悪質性も含

めて、許容すべきかどうかを判断することも考えられる。また、正規版コンテンツの完全

なコピーを含むコンテンツであっても、プラットフォームがこのようなコンテンツを収益

化するオプションを提供している場合などにおいて、ユーザーが投稿したコンテンツに対

して事後的に明示又は黙示の許諾を与えることにより積極的にビジネスに活用していくこ

とも会社全体として見れば有益な選択肢であることも考えられる。 

 こうした判断は、企業の高度な経営戦略に基づき行われるべきであり、社内外の関係部

門などとの情報共有を行った上で、総合的に判断する必要がある。そして、権利行使の対

象から除外するかどうかの判断基準を明確にしておき、それ以降に同様のコンテンツが発

見された場合の判断に活用することが望ましい。 
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（３）権利者による対応事例 
 

 下記の事例はあくまで例であり、著作物の性質や規模、割けるリソース等によっても対

応方法は大きく変わるため、あくまで参考例であることを留意されたい。 

 

Case 1 ファンアートへの対応（アニメ） 
 
コンテンツの人気により、多くのファンアート、パロディ作品や同人作品が出回って

いても、これらについての削除要請は原則行わない運用にしている。ファンの裾野を広

げることによって、ひいては自社のコンテンツの人気や収益が上がるという考えに基づ

いている。また、そもそも典型的な海賊版も多く流通しているため、そちらにリソース

を集中させているという側面もある。 
一方で、正規版が子供向けのコンテンツであることからその影響を鑑み、性的描写に

結び付けるなどしたコンテンツが無断でアップロードされていたものを発見した際に

は、削除要請、警告状送付など徹底したアクションを取るようにしている。 
 
 

Case 2 ライセンシーの活用（キャラクターグッズ） 
 
著作権者において、権利侵害の調査を網羅的に行うことは難しいため、調査の費用に

ついてライセンシーと分担したり、ライセンシーに積極的に権利侵害の情報を報告して

もらったりするという体制を取っている 11。 
海賊版のアップロードや海賊版のグッズ等が出回ることで収益に直結するのはライセ

ンシーということもあり、積極的にオンライン上でパトロールする等して、ライセンサ

ー（著作権者）とライセンシーの連携関係が進んできている。 
 
 

Case 3 外部ベンダーの使用（漫画） 
 
日本国内は自社の人員で対応している企業も少なくないが、グローバルで権利侵害が

確認される場合、自社リソースのみでの対応は難しく、オンライン上でモニタリングを

行う外部ベンダーを利用している。 
しかしながら、コストも一定程度かかる中で、権利侵害ではないコンテンツをモニタ

リングしてしまうリスクもあり、そのコントロールが重要である。 
導入の段階で、詳細な要件設定をして、定期的に検索の条件を調整したり、監視対象

サイトを変更したりする等して、精度を上げていくようにしている。 
 

 

  

 
11 著作権者から商品販売等のライセンスを受けたライセンシー自体が削除要請を行えるかなどは議論があ

るところであり、一般的には、削除要請等権利行使の対応は著作権者自身で行うことになる（129 頁参

照）。 
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２．削除要請の手順・方法 
 

海賊版コンテンツを発見したときに、実務上まずよく取られる手段は「削除要請」であ

る。すなわち、海賊版コンテンツを掲載しているウェブサイトなどの運営者に対し、削除

要請フォームや電子メールによる通知を通じて、任意で当該海賊版コンテンツをウェブサ

イトから削除するように求める手段である。なお、リーチサイトに掲載された海賊版コン

テンツへのリンク（URL）については、著作権法において当該リンクを掲載すること自体

が著作権侵害とみなされるようになったことから（著作権法第 113 条第 2 項第１号イ及び

ロ）、リーチサイトに対して削除要請をすることも考えられる。 

削除要請は、その他の権利行使と比べて手続が簡略であり、対象コンテンツが削除され

たか否かの事後確認も容易であることから、費用対効果が大きく、実務上最も多く行われ

る対策である。 

以下では、海賊版コンテンツを発見した場合における、削除要請の手順を総論的に述べ

る。 

 

（１）運営者に関する情報を検索する（削除要請フォームや電子メールアドレ

スの記載を探す） 
 

ア．当該ウェブサイト上から検索する 
 

権利者が権利行使をして海賊版コンテンツの削除などを求めると判断した場合に、取る

べき次のステップが削除要請通知の送付である。まずは削除要請の窓口として、削除要請

フォームや運営者のメールアドレス情報を探すこととなる。なお、プラットフォームサー

ビス等の場合、当該ウェブサイトの運営者が直接海賊版コンテンツの投稿等の侵害行為を

物理的に行っていない場合もある（プラットフォーマーの責任について 125 頁以下参照）。 

多くのウェブサイトでは、「Contact us」、「Copyright」、「DMCA」12などの表示箇所に、

削除要請窓口の連絡先が記載されているか、問合せフォームや削除要請フォームがリンク

されている。削除要請専用のフォームがない場合でも、「Contact us」などと表示されたボ

タンのリンクに、問合せフォームが用意されている場合もある。 

 なお、オンラインリーディングやリーチサイトなどについては、頻繁に連絡先が変わっ

てしまう場合もあるため、削除要請を行う際にはメールアドレスの再確認を行うなどの注

意が必要である。  

 
12 DMCA については、11 頁参照。 
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イ．当該ウェブサイト上に見つからない場合 
 

削除要請フォームやメールアドレスなどの記載が存在しない場合又は存在するが削除要

請に応じない場合には、以下の方法により、運営者のメールアドレスを取得する。なお、

以下の方法の他に、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）や一般社団法人

日本レコード協会などの各種団体から運営者情報の提供を受けることができる場合もある

ので、各種団体に照会を行うことも検討に値する。 

 

①ドメイン名や IP アドレスから登録者情報を調査する 

 

「Whois」や「Domain Tools」といったウェブサイトを用いて、IP アドレスやドメイン

名を調査し、登録者情報を入手することができる。 

 

〈Whois〉 
https://whois.melbourneit.com.au/ 
https://www.whois.biz/ 
https://info.info/whois 
https://whois.jprs.jp/  など 
 
〈Domain Tools〉 
https://whois.domaintools.com/ 
 
 

具体的には、日本国内のドメイン名（「.jp」）については、株式会社日本レジストリサー

ビ ス （ JPRS ） が 登 録 管 理 し て お り 、 同 社 が 提 供 す る 「 Whois 」 サ ー ビ ス

（https://whois.jprs.jp/）を利用する。海外のドメイン名については、 InterNIC の

「Whois」（https://www.internic.net/）などを利用することができる。 

 ただし、登録者情報を閲覧できないようにするサービス（ドメイン・プロテクション・

サービス）を使い、閲覧できないようにしているものもあるので、その場合は以下の②又

は③の方法を試みることになる。 
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Tips インターネットサービスプロバイダ（ISP）への協力要請 
 
海賊版コンテンツ掲載ウェブサイトのホストの IP アドレスが分かれば、当該ウェブ

サイトをホストしているインターネットサービスプロバイダ（ISP）情報を入手でき

る。ISP からウェブサイトの運営者情報そのものを教えてもらうことは困難だが、ISP
にコンタクトをとって協力を要請し、削除要請通知などを当該ウェブサイトに転送して

もらうなどの手段を取ることがあり得る 13（送っても反応がないことも多いが、成功事

例もある。）。また、ほとんどの ISP は第三者の権利を侵害する行為を契約解除要件とし

ていることから、対象ウェブサイトの権利侵害の状況や匿名ウェブサイトであることな

どを ISP へ報告することにより、海賊版コンテンツ掲載サイトのサービスを停止させた

り、ウェブサイト自体を閉鎖させたりすることも考えられる。 
 

 
 
  

 
13 直接 ISP に対して削除要請を行うことも考えられる。 
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②関連ウェブサイトからの情報収集 

 

 海賊版コンテンツ掲載ウェブサイトの多くは、ウェブサイト内での広告表示を主たる収

入源としている。また、一部のサービスを有料化していたり、募金を集めていたりする。

そのため当該ウェブサイトの課金サーバーを調査することで電子メールアドレスを把握す

ることができる場合がある。 

また、更新情報などを共有するために、Twitter などの SNS アカウントを持っている場

合がある。 

実際に、ブラジル在住の個人が海賊版コンテンツを多数掲載する動画配信サイトを運営

していたところ、運営者の SNS 上に所有する車などの写真が掲載されていたことから、

それを端緒に調査を行い、運営者の居所を発見したという事例もある。 

 

③各国法に基づく情報開示請求 

 

 上記①②の各種方法によっても、ウェブサイト運営者の情報を入手できない場合には、

各国法に基づき ISP などに対して情報開示請求を行うことも検討し得る。日本の「特定電

気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（以下「プ

ロバイダ責任制限法」という。）に基づく発信者情報開示請求ついては 123 頁以下参照、

日本以外の発信者情報開示請求については「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対

策ハンドブック」の各論編において詳述する。 
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（２）削除要請の記載内容と送付方法 

 
 上記（１）（20 頁以下）により、削除要請フォームの発見又は電子メールアドレス情報

の入手ができた場合には、削除要請通知の作成・送付の段階に進む。 

 

ア．削除要請フォームを利用する場合 
 

 削除要請フォームを設けているウェブサイトの多くは、当該削除要請フォームを利用し

た削除要請通知を DMCA14に準拠した通知として取り扱い、通知に記載されたコンテンツ

の削除を行う。後述の電子メールによる削除要請と比べ、準備されているフォームに従っ

て、フォームが用いている形式で必要な情報を入力すればよいため簡便であるといえる。

ただし、フォームを利用した場合には、権利者の手元に削除要請の履歴が残らないため、

削除要請をした記録を残しておくのが望ましい。 

 なお、削除要請フォームを通じた削除要請においては、削除対象とするコンテンツの

URL 及び著作権者の情報の入力などが求められる。DMCA の要件である電子署名につい

ては、担当者名の入力がそれとして扱われる。 

 削除要請フォームを設けている例については、33 頁以下を参照されたい。 

 

イ．ウェブサイト内の問合せフォームを利用する場合 
 

 削除要請専用のフォームがない場合でも、「Contact us」などと表示されたボタンのリン

クに、問合せフォームが用意されている場合があり、これを利用する方法がある。削除要

請に関する項目が特に準備されていない場合には、次に紹介する「ウ．電子メールで削除

要請する場合」の方法を参考に記載する。なお、こうしたフォームも、削除要請フォーム

と同様に履歴が残らないため、削除要請をした記録を残す必要がある。 

  

 
14 「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策ハンドブック―米国編―」も参照。 
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ウ．電子メールで削除要請する場合 
 

 電子メールでの削除要請には、ウェブサイト内の削除要請フォームなどを利用した削除

要請に履歴が残らない一方、記録が残るというメリットがある。また、複数の海賊版コン

テンツの削除をまとめて削除要請することも可能である。 

 電子メールによる削除要請を行う場合、原則的には対象ウェブサイトが削除要請の文面

として指定する書式や言語を調査し、通知文を作成する必要がある。日本国内であれば、

プロバイダ責任制限法ガイドラインなど検討協議会作成の様式 15に基づいた提出を求めら

れることが多い。海外であれば、多くのウェブサイトが DMCA に準拠した方法を採用し

ている。そうした基準が明記されていないウェブサイトにおいても、DMCA に準拠した方

法により、英語で削除要請が行われているのが実態である。さらに、書式についても、必

ずしも特定の書式が定まっているわけではなく、実際に海賊版対策を行っている企業にお

いても、DMCA が定める通知に含めるべき項目を参照しつつ、各社によって削除の成功率

が上がるよう試行錯誤が繰り返されている。もっとも、対象ウェブサイトが指定する方法

以外の方法による削除要請では効果がみられない場合は、対象ウェブサイトが指定する方

法や言語などに合わせた対応を行うことが必要になる場合も考えられる。 

 なお、複数の海賊版コンテンツの削除を求める場合には、削除したい URL のリストを

ワードやエクセルなどで作成し、電子メールに添付して送信するなどの方法が一般的であ

る。必ずしも電子メール 1 通に対して URL を 1 つずつとして送信する必要はない。 

 ここでは、電子メールによる削除要請の参考書式 16について紹介する。DMCA において

定められる通知においては、手書き署名か電子署名のいずれかが求められる。実務上はメ

ール本文と同内容の通知文（書面）を作成し、担当者名の手書き署名を行った上で、当該

通知文をメールに添付する方法がとられる場合が多いので、削除要請メールと当該メール

に添付する削除要請通知それぞれの参考書式を掲載している。 

以下は一例であり、記載順が異なっても構わない。実務上利用しやすいように工夫して

いただきたい。なお、以下の書式は、文化庁の「インターネット上の海賊版による著作権

侵害対策情報ポータルサイト」内の「02 初めての『削除要請』ガイドブック」のタブ17

からダウンロード可能である。 

 
15 https://www.telesa.or.jp/vc-files/consortium/provider_031111_1.pdf 
16 本書式は、実際に削除要請を行っている企業で使用している書式をもとに、参考書式として作成したも

のである。DMCA に定める要件については、「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策ハンドブッ

ク―米国編―」（2021 年・文化庁）3 頁以下参照。 
17 https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/kaizoku/singai_guide.html 
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【削除要請メールの参考書式】英語版 

＜1. メールタイトル＞  DMCA Complaints 

＜2. メール本文＞ 

To “●● (対象ウェブサイト名)” 
Notification of Copyright Infringement 
On behalf of “●● (権利者名)”, I notify you of infringement of copyright on “●● (対象ウェブサイト

名)”and request you to remove, or disable access to, the material uploaded on the above web 
site as follows. 
 
1 . Identification of the copyrighted work claimed to have been infringed, or, if multiple 
copyrighted works at a single online site are covered by a single notification, a representative 
list of such works at that site: 
- “●●(作品名)” 
- “●●(作品名)” 
 
2. Identification of the material that is claimed to be infringing or to be the subject of 
infringing activity and that is to be removed or access to which is to be disabled, and 
information reasonably sufficient to permit the service provider to locate the material: 
File uploaded on  
- URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ “●●(ファイル名)” 
- URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ “●●(ファイル名)” 
 
3. The address, telephone number or email address of the complaining party:  
- Address: ●● 
- TEL: ●● 
- FAX: ●● 
- Email: ●● 
 
4. I have a good-faith belief that use of the material in the manner complained of is not 
authorized by the copyright owner, its agent or the law.  
 
5. I state that the information in this notification is accurate, and, under penalty of perjury, 
that I am authorized to act on behalf of the owner of an exclusive right that is allegedly 
infringed.  
 
Best regards,        

             ●●（担当者名） 
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【削除要請メールの参考書式】日本語版 

＜1. メールタイトル＞  DMCA に基づく通知 

＜2. メール本文＞ 

宛先：“●●(対象ウェブサイト名)” 
著作権侵害の通知 
［私／我々／当社／当職（ら）］は、「●● (権利者名)」を代表し、「●● (対象ウェブサイト名)」にお

ける著作権侵害をここに通知し、上記ウェブサイトにアップロードされている情報の削除又は当

該情報をアクセス不能にするよう、以下のとおり要請いたします。 
 
1. 侵害されたと主張する特定の著作物、又は、一つのオンラインサイトにおける複数の著作物を一

つの通知によって対応する場合は、当該サイトにおける著作物の代表的なリスト 
・「●●（作品名）」 
・「●●（作品名）」 
 
2. 侵害していると主張されている又は侵害行為の対象であり、削除されるべき又はアクセスを無

効にされるべき特定の情報、及び、サービスプロバイダによる発見を可能にするために合理的に

十分な情報 
 
下記の URL にアップロードされたファイル 
・URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ 「●●（ファイル名）」 
・URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ 「●●（ファイル名）」 
 
3. 苦情を通知した当事者の住所、電話番号又はメールアドレス 
・住 所：●● 
・電話番号：●● 
・FAX 番号：●● 
・メールアドレス：●● 
 
4. ［私／我々／当社／当職（ら）］は、苦情を通知された方法で情報を使用することが、著作権

者、その代理人又は法律によって許可されていないと誠実に信じています。 
 
5. ［私／我々／当社／当職（ら）］は、本通知に記載された情報が正確であり、偽証罪の罰則の

下、侵害を主張する独占的権利を保有する著作権者から権限を付与され、その権利を代理して行

使していることを表明します。 
 

             ●●（担当者名） 
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【メール添付用削除要請通知】英語版 

 
DATE；●●/●●/●● 

DMCA Complaints 
“●● “ 
“●● ” 
“●● ” 

Notification of Copyright Infringement 
 

 On behalf of “●● “, I notice you of infringement of copyright on “●●
” and request you to remove, or disable access to, the material uploaded on 

the above web site as follows. 
 
1. A physical or electronic signature of a person authorized to act on behalf of the 

owner of an exclusive right that is allegedly infringed: 
 

(physical signature)  _______________________________________ 
                                            On behalf of “●● “ 

2. Identification of the copyrighted work claimed to have been infringed, or, if multiple 
copyrighted works at a single online site are covered by a single notification, a 
representative list of such works at that site: 
            “●● ” 

3. Identification of the material that is claimed to be infringing or to the subject of 
infringing activity and that is to be removed or access to which is to be disabled, 
and information reasonably sufficient to permit the service provider to locate the 
material: 
File upload on 
- URL : http://www.* * * *.com/* * * *     “●● “ 
- URL : http://www.* * * *.com/* * * *     “●● “ 

4. The address, telephone number or email address of the complaining party: 
- Address: ●● 
- TEL: ●● 
- FAX: ●● 
- Email: ●● 

5. I have a good-faith belief that use of the material in the manner complained of is 
not authorized by the copyright owner, its agent or the law. 

6. I state that the information in this notification is accurate, and, under penalty of 
perjury, that I am authorized to act on behalf of the owner of an exclusive right that 
is allegedly infringed. 

Best regards, 
●●  
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【メール添付用削除要請通知】日本語版 

●年●月●日 
DMCA に基づく通知 
“●●（対象サイト運営者名）” 
“●●（対象サイト運営者住所）” 
“●●（対象サイト運営者メールアドレス）” 
 

著作権侵害の通知 
 

［私／我々／当社／当職（ら）］は、「●● （権利者名）」を代表し、「●●（対象サイト運営

者名）」における著作権侵害を貴社／貴殿に通知し、当該サイトにアップロードされてい

る情報の削除又は当該情報をアクセス不能にするよう、以下のとおり要請いたします。 
 
1. 侵害されたとされる著作権者の独占権を代理する権限を付与された当事者の自署又は

電子署名 
「●●（権利者名）」を代理して 
（署名）                           
    

2. 侵害されたと主張する特定の著作物、又は、一つのオンラインサイトにおける複数の

著作物が一つの通知によって対応する場合は、当該サイトにおける著作物の代表的な

リスト 
・「●● （作品名）」 
 

3. 侵害していると主張されている又は侵害行為の対象であり、削除されるべき又はアク

セスを無効にされるべき特定の情報、及び、サービスプロバイダによる発見を可能に

するために合理的に十分な情報 
 
下記の URL にアップロードされたファイル 
・URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ 「●●（ファイル名）」 
・URL：http://www.＊＊＊＊.com/＊＊＊＊ 「●●（ファイル名）」 
 

4. 苦情を通知した当事者の住所、電話番号又はメールアドレス 
・住 所：●● 
・電話番号：●● 
・FAX 番号：●● 
・メールアドレス：●● 
 

5. ［私／我々／当社／当職（ら）］は、苦情を通知された方法で情報を使用することが、

著作権者、その代理人又は法律によって許可されていないと誠実に信じています。 
 

6. ［私／我々／当社／当職（ら）］は、本通知に記載された情報が正確であり、偽証罪の

罰則の下、侵害を主張する独占的権利を保有する著作権者から権限を付与され、その

権利を代理して行使していることを表明します。 
 
             ●●（担当者名） 
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（３）その他：削除要請における注意点 
 

ア．削除要請する際の言語 
 

 削除要請の通知は、実務上英語で行うことが多い。そのため、様々なウェブサイトに対

し、削除要請を日常的に行うことが想定される場合には、削除要請作業の迅速性や効率性

の観点から、英語版の削除要請文のフォームを準備しておくことが望ましい。 

もっとも、対象ウェブサイトが言語を指定している場合には、当該言語以外で対応され

る可能性は低い。上記のようなフォームを用意している場合、まずは画一的に英語で通知

し、それでは削除要請に対応されない場合に指定言語での再通知を行うという方針も考え

られるが、英語以外の言語が指定されているウェブサイトについては、基本的に再通知が

必要になってしまうと考えられるため、当初から指定された言語で削除要請通知を行う方

が効果的であると考えられる。 

 

イ．削除要請する際の名義 
 

削除要請は、権利者本人が行える。もっとも、代表的なサイトの手続においては、申立

人の氏名や連絡先等の情報が侵害者に開示される場合もあるため、留意が必要である。自

身の情報が侵害者に開示されることを避けたい場合には、弁護士等の代理人を立てる等の

方法が考えられる。 

 

ウ．削除状況の確認 
 

 各種フォームや電子メールなどによって削除要請通知を行った後は、該当ページに適宜

再アクセスし、当該コンテンツの削除の有無を確認すべきである。該当するコンテンツや

ウェブページが削除された場合には、英語ウェブサイトでは、「File Not Found」、

「Deleted」、「Video Has Been Removed」などと表示されることが多い。 

 なお、ウェブサイトの削除対応の期間は、ウェブサイトごとにばらつきがあり、数日か

ら 1 週間程度で削除される場合もあれば、削除対応が遅いものや対応期間が一律でないも

の、さらには削除に全く応じないものもある。対応がなされないウェブサイトには、例え

ば、毎日削除通知を送り続けるなどのフォローを実施することで、削除が実施される場合

もある。 

 なお、一旦削除されたものであっても、ユーザーにより、再アップロードによる繰返し

投稿がされたり、URL が付け替えられたりする場合もあることから、削除が実施されたコ

ンテンツについても、継続的なウォッチングを行うことが望ましい。 

 それでも削除されないウェブサイトについては、削除要請通知の送付先を変えてみたり、
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各国の法制度を把握した上で繰り返し投稿を行うアップローダーへ対応したりするなど、

削除要請以外の方法の検討が必要になる。 

 

エ．削除要請後の記録 
 

 削除要請通知を行った後は、随時、その状況を記録していく。削除状況の確認日や、削

除の成否、削除完了確認日なども、記録しておくことが望ましい。削除がされないウェブ

サイトや、削除対応が遅いウェブサイトなどの情報も、今後の対策を行う上での貴重な情

報となる。 

 さらに、権利行使をすべきでないコンテンツなどが判明した場合には、ホワイトリスト

（14 頁参照）に追記し、最新の状態に保っておくとよい。 

 

オ．損害賠償などの対抗措置を講じられるリスク 
 

 特に米国においては、削除要請などが言論の自由の侵害であるとして、自らの投稿した

動画などを削除された者が削除要請を行った者に対し損害賠償請求をすることがある 18。

そのため、例えばパロディ作品などについては、損害賠償請求をされるリスクも考慮して

慎重に権利行使の是非を判断する必要がある（米国におけるフェアユースの考えについて

は、「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策ハンドブック―米国編―」（2021 年・

文化庁）30 頁以下参照）。実際に削除要請したことを理由に損害賠償請求を提起された事

例等については、本ハンドブック米国編 20 頁以下を参照されたい。 

なお、その他のリスクとしては、著作権や商標権を濫用した企業の事例をまとめたウェ

ブページ19に社名などが掲載されること（レピュテーションリスク）なども存在する。 

  

 
18 自社に都合の悪い情報を隠蔽するために DMCA を濫用する事業者が後を絶たないことが背景にあると

考えられる。 
19 https://www.eff.org/takedowns 
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カ．削除要請後に民事訴訟提起が必要となる場合（DMCA との関係） 
 

 削除要請を行った場合、投稿を行ったアップローダーが異議申立てを行うことがある。

この場合、削除要請を行った権利者は、サイトを運営するプラットフォーマーから、一定

期間内に、裁判所に対して投稿行為の禁止を求める申立てを行ったことを証明する書面

（訴状等）の提出を求められることがある。これを提出しなかった場合、削除要請に基づ

いて削除又はアクセスブロックされていたコンテンツが再び閲覧可能な状態に戻るおそれ

があるため、注意が必要である。 

 このような運用は、DMCA において、削除要請を行った権利者が一定期間内に提訴を行

ったことに基づいて当該コンテンツの削除又はアクセスブロックを行ったことが DMCA

上プラットフォーマーの免責条件として規定されていることに起因しているものと考えら

れる。 

 なお、ここにいう「申立て」とは、DMCA が米国法である以上、米国法に基づく申立て

（提訴）であることが基本前提であると考えられる。 

 権利者としては、米国法に基づき申立て（提訴）を行わない場合には、最終的に削除対

象としたコンテンツが復活する可能性があることも想定した上で削除要請を行うべきであ

ろう。 
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３．代表的なサイトの削除要請窓口と権利保護プログラム等 
 

大手の動画投稿サイト、SNS や電子商取引サイト（EC サイト）などにおいては削除要

請窓口や削除要請フォームを設けていることが多い。また、著作権侵害対策について積極

的に取り組むサイトの中には、さらに進んでより効率的に権利を保護する特別のプログラ

ム（「権利保護プログラム」などと呼ばれることが多い。）を設けていることもある。それ

らのサイトについては、サイト側の用意した手順に従って削除要請などを行った方が迅速

に削除されることが多く、基本的には当該手順に従って対応することが解決への早道であ

る。 

 以下では、主要なサイトでの削除要請窓口について案内し、そのうち下掲表中の (*)につ

いては具体的な削除要請の手順について説明する。 

 また、昨今、NFT（Non-Fungible Token（非代替性トークン）の略語で、ブロックチ

ェーン技術を用いてデジタルデータに代えの利かない識別情報を持たせ、希少性や唯一性

を与えようとするもの）の流通増加に伴い、海外を中心として、著作権者以外の者が無許

諾で NFT を発行し販売している事例も増加傾向にある。NFT 固有の特殊性として、真正

の権利者により発行された正規のものであることに価値があることや、プラットフォーム

から削除するのみでは NFT 自体が消滅するわけではないこと等が挙げられるが、現状は、

無許諾で発行された NFT についても、プラットフォームへの削除要請が対策の主流とな

っている。本ハンドブックでもいくつか主要なプラットフォームの窓口とその削除要請の

手続について紹介する。 

ただし、これらは本ハンドブック作成時点の情報に基づくものであり、変更されること

も多いため、削除要請する際には、ウェブサイトにおける説明などもよく読んで最新の手

続を確認したうえで対応されたい。 
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サイト名 削除要請窓口 削除要請フォーム 権利保護プログラム 
動画配信サイト 
YouTube 
 *詳細は 37 頁 
以下参照 

著作権センター https://www.youtube.com/c
opyright_complaint_form 

・Content ID 
https://support.google.co
m/youtube/answer/27973
70 
・コピーライト マッチ ツ
ール 
https://support.google.co
m/youtube/answer/92458
19?hl=ja&ref_topic=9282
364 
・コンテンツ検証プログ

ラム 
https://support.google.co
m/youtube/answer/60059
23 

ビリビリ動画 
*詳細は 48 頁 
以下参照 

 https://www.bilibili.com/v
/copyright/intro/ 

Content Creators Copyri
ght Protection Program 
https://www.bilibili.com/r
ead/cv17314897 
https://www.bilibili.com/r
ead/cv13764131 

Dailymotion  https://faq.dailymotion.co
m/hc/en-us/requests/new?t
icket_form_id=136048#ne
w-request 

 

ショート動画 
TikTok 
*詳細は 55 頁 
以下参照 
 

 https://www.tiktok.com/leg
al/report/Copyright?lang=j
a 

 

好看視頻 
（haokan） 

https://haokan.baidu.c
om/ 

https://newcopyright.baid
u.com/ 

 

快手 
（kuaishou） 

https://www.kuaishou.
com/ 

support@kuaishou.com  

西瓜視頻 
（Xigua） 

https://www.ixigua.co
m/ 

jubao@ixigua.com  

Douyin 
（TikTok 中国） 

 https://ippro.bytedance.co
m/view/login 
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サイト名 削除要請窓口 削除要請フォーム 権利保護プログラム 
SNS 
Twitter 
*詳細は 63 頁 
以下参照 

ヘルプセンター https://help.twitter.com/for
ms/dmca 

 

Facebook 
*詳細は 70 頁 
以下参照 

ヘルプセンター https://www.facebook.com/help/
contact/634636770043106 

・ブランドの権利保護 
https://www.facebook.co
m/business/help/8289253
81043253?id=453302128
0101097 
・Rights Manager 
https://www.facebook.co
m/business/help/3304070
20882707?id=708699556
338610 
・IP 報告 API 
https://www.facebook.co
m/business/help/6117868
33293457?ref=search_ne
w_3 

Instagram 
*詳細は 79 頁 
以下参照 

ヘルプセンター https://help.instagram.com
/contact/552695131608132 

Facebook と同様。 

小紅書 https://www.xiaohongs
hu.com/ 

qinquan@xiaohongshu.co
m 

 

アプリ 
App Store  
*詳細は 87 頁 
以下参照 

Legal https://www.apple.com/leg
al/internet-services/itunes/
appstorenotices/#?lang=ja 

 

Google Play Legal ヘルプ https://support.google.com/
legal/contact/lr_dmca?prod
uct=googleplay&uraw=&h
l=ja 

 

  



 36 / 152 
 

サイト名 削除要請窓口 削除要請フォーム 権利保護プログラム 
EC サイト 
ヤフオク!   プログラム A 

（予め権利登録が不要） 
https://business-ec.yaho
o.co.jp/ppip/program_a.h
tml 
プログラム B 
（予め権利登録が必要） 
https://business-ec.yaho
o.co.jp/ppip/program_b.h
tml 

メルカリ support@mercari.jp https://about.mercari.com/
contact/ipr-inquiry/ 

権利者保護プログラム 
https://about.mercari.co
m/safety/ip-protection-pr
ogram/ 

楽天市場 権利者侵害通知窓口 https://ichiba.faq.rakuten.
net/form/rightsmanageme
nt-post 

 

ラクマ  https://fril.jp/info/rights_h
older_inquiry/ 

権利者保護プログラム 
https://fril.jp/ppip?_gl=1*
1kh3ge0*_ga*ODY1OTE
3MjQ3LjE2NzI4MDAzN
DA.*_ga_7KV9PBS698*
MTY3MjgwMDMzOS4x
LjEuMTY3MjgwMDYyN
S4yNy4wLjA 

Amazon  https://www.amazon.co.jp/r
eport/infringement 

https://brandservices.am
azon.co.jp/?ld=BRJPNF 

タオバオ・ 
アリババグループ 
*詳細は 91 頁 
以下参照 

IP Protection Platfor
m 

https://ipp.alibabagroup.co
m/index.htm 

 

Shopee 
*詳細は 107 頁 
以下参照 

 https://help.shopee.sg/port
al/webform/4fdd0a74382a4
d8089cabab7e7083699 

 

NFT マーケット 
OpenSea 
*詳細は 114 頁 
以下参照 

copyright@opensea.io copyright@opensea.io  

Rarible dmca@rarible.comd https://help.rarible.com/hc/
en-us/articles/4406890983
821-How-do-I-report-an-N
FT-user-or-collection 

 

Foundation trust@foundation.app https://help.foundation.ap
p/hc/en-us/requests/new 
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（１）YouTube  
 

YouTube では、著作権者が著作権のあるコンテンツを保護・管理するための様々なシス

テムやツールを提供しており、本ハンドブックでは下記について概要を説明する。 

 

①専用のウェブフォームによる削除要請 

②メール・ファックス・郵便による削除要請 

③Content ID 

④コピーライトマッチツール 

⑤コンテンツ検証プログラム 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

全ての YouTube ユーザーが利用できる方法として、①専用のウェブフォームによる削除

要請と、②メール・ファックス・郵便による削除要請がある。また、一定の条件 20を満た

したユーザーは、③Content ID、④コピーライトマッチツール、⑤コンテンツ検証プログ

ラムを含む複数の著作権管理ツールも利用できる。 

 

  

 
20 ③～⑤にかかる著作権管理ツールの利用条件は、著作権管理を頻繁に行う必要性が実証されているか、

権利とコンテンツを管理するために使用できるリソースを有しているかや、YouTube における著作権に関

するシステムの理解度等に基づいて、YouTube が判断する。また、以下のウェブフォームに情報を記入し

て送信すれば、YouTube からユーザーのニーズにあった管理ツールが提案される。 
https://support.google.com/youtube/contact/copyright_management_tools_form 
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①専用のウェブフォームによる削除要請 

この方法で削除要請するには、自分のコンテンツがインターネット上で配信されている

必要がある。もし該当する URL がない場合は、②メール・ファックス・郵便による削除

要請の方法を利用することになる。 

 

【Step 1】ログイン／アカウント登録 

URL：https://www.youtube.com/ 
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【Step2】専用ウェブフォームへアクセスするために、以下の手順で操作する。 
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【Step3】必要情報を入力し、削除要請申立てを行う 

3-1 申立人のコンテンツ及び削除要請対象動画に関する情報を入力する 

 

 

 

 

※1 著作物の種類（動画、音楽、ソフトウェア、ロゴ等）によって、その後に記載する

情報が変化する。ここでは「動画」を選択している。 

 

※2 動画全体が著作権侵害されている場合は「動画全体」を選択する。動画の一部であ

れば、「タイムスタンプ」を選択して、開始時間と終了時間を入力する。 
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3-2 著作権者情報を入力する 

 

 

※1 著作権侵害に基づく削除要請ができるのは、「自分」（著作権者）又はその「正式な

代理人」のみである。どちらかを選択する。 

 

※2 ※1 に関連して仕事上の役職名を入力する（例：本人、著作権者である●●株式会社

の法務部担当など）。 

 

※3 チャンネル名又は著作権者の名称・氏名を入力する（身元を特定可能なものであれ

ば、仕事で使用している名前でも構わない。）。この情報は被申立人に開示されるので、注

意が必要である。 
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3-3 削除オプションを選択する 

 

 

※1 「スケジュールを設定: 7 日前の猶予通知を送信する」を選択する場合としては、対

象動画が直ちに削除されることによって被申立人との間にトラブル等（例えば、被申立人

が潜在的なビジネスパートナーになり得る場合、被申立人による利用がフェアユースに該

当し得る場合等）が懸念されるため、7 日間の猶予を与えて被申立人に任意の対応を求め

る場面などが挙げられる。 

 

※2 申立人において、「今後 YouTube にこれらの動画のコピーが表示されないようにす

る」にチェックを入れることができる。もしこの削除要請が承認された場合、今後、YouT

ube は削除要請対象の動画の再アップロードを自動的にブロックする。なお、ライセンシ

ー等自分以外によるコンテンツの利用を妨げたくないといった事情があれば、チェックは

しない。 
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3-4 法的合意事項にチェックを入れ、署名を行い、申立てを送信する。 

  

 

【Step4】申立結果の確認 

4-1 申立ての受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、YouTube は当該削除要請申

立ての有効性や必要な情報が含まれているかを審査し、審査が完了するとメールで申立人

に通知する。必要な情報が不足している場合や更に詳しい情報が必要な場合、YouTube か

らメール等で申立てに関する追加情報を求められることがある。 

 

4-2 削除 

YouTube が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、動画を削除し、被

申立人に対し、申立人の情報（申立人の名称、メールアドレス等）及び異議通知の提出方

法を通知する。 

 

4-3 異議 

YouTube は、被申立人から有効な異議通知を受け取ると、速やかに申立人に転送する。

もし、申立人が 10 営業日以内に、削除要請申立て以外の法的措置（提訴等）21を講じた証

拠を提出しない場合、YouTube は削除された動画を復元する場合がある。 

 
21 32 頁で述べたとおり、この法的措置は米国法に基づく申立て（提訴）であることが基本前提である点

に注意を要する。 
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②メール・ファックス・郵便による削除要請 22 

【宛先】 

宛名   ：DMCA Complaints YouTube（Google LLC） 

住所   ：901 Cherry Ave. San Bruno, CA 94066, USA 

メール  ：copyright@youtube.com 

ファックス：+1 650 872 8513 

 

【申立書の参考書式】日本語版 

［私／我々／当社／当職（ら）］は、YouTube における著作権侵害をここに通知

し、かかる著作権侵害コンテンツを削除するよう、以下のとおり要請いたします。 
 
1. 権利者情報 
・権利者名：●● 
・メールアドレス：●● 
・住所：●● 
・電話番号：●● 
 
2. 著作権で保護された作品情報 
・作品タイトル：●● 
・作品種類：動画／オリジナル曲／ソフトウェア／アートワーク／その他 
・作品 URL：●●（インターネットで公開されている場合のみ） 
・作品サンプル：●●（作品を CD 化したものやプリントアウト等ある場合のみ） 
・作品の権利帰属証明資料：●●（著作権登録原簿などがある場合のみ） 
 
3. 削除要請対象の動画情報 
・タイトル：●● 
・URL：www.youtube.com/watch?v=xxxxxxxxxxx 
（複数のコンテンツの URL を記載してもよい。ただし、チャンネル名や 
チャンネル URL などの概要だけでは不十分。） 

 
4. 誓約 
私は、申立てが行われたコンテンツの使用が、著作権者、その代理人、又は法律

によって許諾されていないことを確信しています。 
 
この通知に記載する情報は正確であり、虚偽の申告をした場合には偽証罪に問わ

れることを認識したうえで、私は、自身が著作権者である、又は侵害されていると

主張する独占的権利の所有者から代理権を許諾されている者であることを宣言しま

す。 
 
5. 署名 
●● 
（著作権者本人又はその正式な代理人の実際の署名又は電子的な署名が必要。） 

  

 
22 宛先、申立書の参考書式等は、下記に記載の情報を参照している。 
https://support.google.com/youtube/answer/6005900 



 45 / 152 
 

【申立書の参考書式】英語版 

[I/We/Our Company] hereby [notify/notifies] you of copyright infringement on 
YouTube and request that the infringing content be removed as follows. 
 
1. Information of the right holder: 
- Name of right holder: ●● 
- Email address: ●● 
- Address: ●● 
- Phone number: ●● 
 
2. Information of the copyrighted work: 
- Title of work: ●● 
- Type of work: video/original song/software/artwork/other 
- URL: ●● (if it is publicly available on the Internet) 
- Sample: ●● (if there is a CD or printout of the work) 
- Proof of copyright ownership: ●● (if there is a copyright registration certificate, 
etc.) 
 
3. Information of the content requested to be removed: 
- Title of work: ●● 
- URL: www.youtube.com/watch?v=xxxxxxxxxxx 
(Multiple content URLs are acceptable. However, general info such as a channel 
name or channel URL is not adequate.) 
 
4. Declaration: 
I have a good faith belief that the use of the material in the manner complained 
of is not authorized by the copyright owner, its agent, or the law.” 
 
The information in this notification is accurate, and under penalty of perjury, I 
am the owner, or an agent authorized to act on behalf of the owner, of an 
exclusive right that is allegedly infringed. 
 
5. Signature: 
●● 
(The physical or electronic signature of the copyright owner or an agent 
authorized to act on their behalf is required.) 
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③Content ID 

Content ID は、著作権侵害の可能性がある動画を自動で識別する一致検出システムであ

る。現在、YouTube で行われている著作権侵害の申立ての約 98％が Content ID を通じて

行われている。一方で、本ツールを使用できるユーザーは限定されており、著作権者が多

くの有効な削除要請を提出してきたこと、Content ID を管理するリソースを有しているこ

と等の条件が定められている。一般的には、複雑な著作権管理を行う必要がある著作権者

（レコードレーベルや映画制作会社など）がこのツールの利用者として想定されている。 

※ Content ID のガイドページ： 

https://support.google.com/youtube/answer/2797370 

 

Content ID が利用可能になると、著作権者が提出したファイルがデータベースに登録さ

れる。YouTube にアップロードされる動画は、Content ID によりスキャンされデータベ

ースと照合される。著作権者は、自身が権利を所有している動画に一致するコンテンツが

見つかった場合、以下の措置を選択できる。 

 

・動画を視聴できないようにブロックする。 

・動画に広告を掲載して動画を収益化し、場合によってはアップロードしたユーザーと収 

益を分配する。 

・動画の視聴者に関する統計情報をトラッキングする。 

 

上記の措置は、国別又は地域別に設定できる。例えば、ある国や地域では動画を収益化

し、別の国ではブロック又は追跡するよう設定することが可能である。 
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④コピーライトマッチツール 

コピーライトマッチツールは、YouTube 上において、コピー動画又はコピーの可能性が

ある動画を自動的に特定できるシステムである 23。当該ツールは、有効な削除要請をした

ユーザーが利用できる。YouTube によって削除要請が有効だと承認されると、コピーライ

トマッチツールが、当該削除要請の対象となった動画と一致する他の動画又は一致する可

能性がある動画を自動的に特定する。検出された動画について、以下の措置を選択できる。 

 

・動画をアップロードしたユーザーにメールを送信して問い合わせる。 

・動画の削除を要請する。 

・動画をアーカイブ化する（削除対象から外す。）。 

 

※ コピーライトマッチツールのガイドページ： 

https://support.google.com/youtube/answer/7648743 

 

⑤コンテンツ検証プログラム（CVP） 

著作権侵害のコンテンツを頻繁に削除する必要があり、過去に多くの有効な削除要請を

してきた場合、コンテンツ検証プログラムを利用できる可能性がある。コンテンツ検証プ

ログラムには、著作権侵害が疑われるコンテンツを検索し、多くの動画に対して一括で削

除を要請できるツールが用意されている。 

このプログラムを利用するには、「コンテンツマネージャアカウント」を作成し、ログ

インする必要がある。 

※ コンテンツ検証プログラムのガイドページ： 

https://support.google.com/youtube/answer/6005923 

 

イ．所要期間 
 

実務上、削除要請申立てが受理されてから対象コンテンツが削除されるまでには、数時

間～数日間程度を要することが一般的である。場合によっては審査に時間がかかり、1 か

月ほどしてようやく削除に至るケースもある。 

 

  

 
23 Content ID とコピーライトマッチツールとは、同じマッチング技術を使用しているが、コピーライト

マッチツールの方が比較的管理が容易であり、必要なリソースも少ないとされる。 
https://support.google.com/youtube/answer/9245819 
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（２）ビリビリ動画 
 

ビリビリ動画 24では、削除要請を行うための専用のウェブフォームを設けている。以下で

は、この専用のウェブフォームによる削除要請の方法を紹介する。 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】アカウント登録する 

次の URL にアクセスし、SMS 認証を経てアカウント登録する。 

https://passport.bilibili.com/login  

 

 

 
24 https://www.bilibili.com/ 
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【Step2】ログインする 

ログインの方法は「パスワードログイン」と「SMS ログイン」の 2 種類から選択できる。 

アカウント登録後に、ユーザー情報やパスワードなどが編集できるが、削除要請を目的と

して利用する場合、「SMS ログイン」を使用する方が簡便である。 
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【Step3】専用のウェブフォームにアクセスし、削除要請申立てを行う 

専用のウェブフォーム URL：https://www.bilibili.com/v/copyright/intro 

 
※ 言語について、英語も選択可能。 
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【Step4】資格認証を行う 

※ 資格認証は初回の削除要請時にのみ行う。 

  

 

※1 非法人組織とは、個人事業主、組合等、法人格を有さない組織である。 

※2 営業許可証について、日本企業の場合、登記事項証明書及びその概要の中国語訳を

提出する。 

※3 携帯電話番号について、日本の携帯電話番号も利用可能。 
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【Step5】権利認証する 

※ 同一権利の場合、権利認証は初回の削除要請時にのみ行う。 

 

 

 

※1 著作物の種類について動画、音楽、図案、文書、その他から選択可能。 

※2 地域について、全世界、中国大陸、日本等から選択可能。 

※3 証明資料アップロードの欄における説明文の内容は以下のとおりである。 

権利者の証明資料をご提供ください。証明資料には以下が含まれますが、これらに限

られません。 
 
1. オリジナル動画を公開したアカウントのページのキャプチャー 
2. 動画制作に使用された素材、材料及び動画が権利者によって制作・編集されたこと

を証明する資料（例：動画編集過程の資料、動画出演者の授権資料など） 
3. オープニング・エンディングのクレジット証明資料 
4. 作品の登録証明資料 
5. 権利帰属を証明するその他の書類（例：制作委託契約書、ライセンス契約書、授権

証など権利帰属についての合意が明確に含まれている書類） 
※ jpg、jpeg、png、bmp 形式対応可能。容量上限 20M まで、枚数上限 10 枚まで。 
 

  



 53 / 152 
 

【Step6】削除要請申立てを行う 

 
※1 権利アラームとは、将来起こりうる侵害を想定して、著作権者であることをプラッ

トフォームに対して事前に知らせるにとどまるものである。 

※2 申立方式について、手入力の場合は 1 作品最大 10 件まで、エクセルでリストを添付

する場合は最大 1,000 件までの侵害リンクについて対応可能である。実情に合わせて適切

な申立方式を選択する（現在、リスト添付方式は、著作権、商標権に関する申立てのみに

適用される。）。 

※3 テンプレートフォームをダウンロードして利用し、フォーム内容に従って記入・ア

ップロードする。 

※4 テンプレートフォームの記入例 
（中文） 
权益内容 链接类型 侵权描述 注意！ 
●● 视频 该链接内容于●分●秒 -●

分●秒内，擅自使用了我

方享有权利的视频 

 

（和訳） 

権利内容 リンク種類 侵害説明 注意点 
●●（作品タ

イトルを記

入） 

動画 当該リンクは●分●秒～●
分●秒において、私が権

利を有する動画を使用し

ています。 
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※5 申立人の保証に記載されている内容の参考訳は以下のとおりである。 

私は、上記の記入内容が正確かつ誤りがなく、提出した添付資料に個人情報（身分

証明書、住所、電話番号など）が含まれていないことを保証します。本申立てにおい

て提出された全ての情報は真実かつ合法であり、虚偽があった場合、（私が）全ての

法的責任を負います。 

 

【Step7】申立結果の確認 

7-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、ビリビリ動画は当該削除要

請申立ての有効性や必要な情報が含まれているかを審査する。必要な情報が不足している

場合や更に詳しい情報が必要な場合、ビリビリ動画からメール等で申立てに関する追加情

報を求められることがある。 

 

7-2 削除 

ビリビリ動画が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、リンクを削除

し、被申立人にその旨を通知する 25。 

 

7-3 異議 

被申立人が非侵害であると主張する場合、ビリビリ動画に投稿回復申立てを行い、ビリ

ビリ動画は同申立てを審査したうえで、回復するか否かを決め、申立人にその結果を通知

する。 

 

イ．所要期間 
 

削除申立てが受理されてから、通常、削除されるまでに 1 週間程度を要する。 

 

  

 
25 ビリビリ動画においては、申立人が法人の場合は法人名称が被申立人に開示されるが、個人の場合は申

立人の情報は開示されない。 
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（３）TikTok 
 

TikTok26では、著作権侵害のコンテンツの削除要請を行うための専用のウェブフォーム

を設けている。以下では、この専用のウェブフォームによる削除要請の方法を紹介する。 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】専用のウェブフォームにアクセスする 

①パソコンから 

専用のウェブフォーム URL：https://www.tiktok.com/legal/report/Copyright?lang=ja 

 

②モバイル端末（アプリ）から 

a. 対象の動画ページにアクセスする。 

b. 画面の任意の箇所を長押しするか、画面の右にある「シェア」をタップする。 

c. 表示される画面で「報告する」、「知的財産権の侵害」を順に選択する。 

 

・画面長押しの場合 

 

  
  

 
26 https://www.tiktok.com/ja-JP/ 
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・シェアをタップする場合 

 

 

 

以降の削除要請手順は、パソコンとモバイル端末で同様のため、パソコンからの手順を

紹介する。 
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【Step2】必要情報を入力し、削除要請申立てを行う 

2-1 メールアドレスを認証する 

専用のウェブフォームにメールアドレスを入力すると、TikTok からメールが届く。この

メールアドレスは、リンク削除要請の際に TikTok との連絡に使用されるものである。 

※2 回目以降は、このメールアドレス認証を省略できる。 
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届いたメールを開き、本文中の「this link」をクリックすると、メールアドレスの認証

が完了する。 
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2-2  権利者及びその著作物に関する情報を入力する 

下記に表示される画面にて「＊」の付く項目を全て入力する。 
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2-3 著作権侵害のコンテンツに関する情報を入力する 

 
 

※ 参考例（例：動画の場合）は以下のとおりである。 

当社はアップロードされた資料に関する●●という映画の著作権者です。 
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2-4 同意事項にチェックを入れ、電子署名を行い、申立てを完了させる 
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【Step3】申立結果の確認 

3-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、申立てに関する情報が記載

されたメールが自動で申立人に届く。場合によっては、TikTok からメール等で申立てに関

する追加情報を求められることがある。 

 

3-2 削除 

TikTok が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、被申立人に対し、申

立人の情報（申立人の名称、メールアドレス、申立ての詳細等）及び異議通知の提出方法

を通知する。被申立人から異議通知がない場合、申し立てられたコンテンツの削除が確定

する。 

 

3-3 異議 

TikTok は、被申立人から有効な異議通知を受け取ると、その通知内容を原則として速や

かに申立人に転送する。その場合、両当事者は交渉や訴訟など法的措置を通じて問題解決

を図ることになる。 

 

イ．所要期間 
 

削除要請申立てが受理されてから、通常、削除されるまでに 1 週間程度を要する。 
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（４）Twitter 
 

Twitter27では、著作権侵害のコンテンツの削除要請を行うための専用のウェブフォーム

を設けている。以下では、この専用のウェブフォームによる削除要請の方法を紹介する。 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】ログイン／アカウント登録 

Twitter の指示に基づき、アカウント登録手続を完了させる。 

登録ページ：https://twitter.com/i/flow/signup 

 
 

  

 
27 https://twitter.com/ 
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【Step2】専用のウェブフォームにアクセスし、著作権侵害の項目を選択する 

専用のウェブフォーム URL：https://help.twitter.com/ja/forms/ipi 

ここでは、著作権侵害に基づく削除要請を行うので、「どのような問題がありますか？

（必須）」の欄では、「著作権を侵害している可能性のある行為を報告したい」を選択し

ている。 

 

 

「この問題の影響を受けている当事者についてお知らせください（必須）」の欄で、「私

は著作権者です」又は「私は著作権者の正式な代理人です」のいずれかを選択する。ここ

では、「私は著作権者です」を選択している。 
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【Step3】必要情報を入力し、削除要請申立てを行う 

3-1 権利者に関する情報を入力する 
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3-2 権利者の作品に関する情報を入力する 
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3-3 著作権侵害のコンテンツに関する情報を入力する 

 

※ 「侵害について説明する」の参考例（例：動画の場合）は以下のとおりである。 

当社は●●という動画（以下「本動画」という。）の著作権者です。被申立人が投稿した

上記ツイートには、本動画（●分●秒～●分●秒）が無断で使用されており、本動画に対し

て当社が有する著作権を侵害しています。 
したがって、対象ツイートを直ちに削除することを求めます。 

 

 

  



 68 / 152 
 

3-4 宣誓及び行使する権限にチェックを入れ、電子署名を行い、削除要請申立てを完了さ

せる 
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【Step4】申立結果の確認 

4-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、申立てに関する情報が記載

されたメールが自動で申立人に届く。場合によっては、Twitter からメール等で申立てに

関する追加情報を求められることがある。 

 

4-2 通知 

Twitter が申立内容を審査し、所定の要件を満たしていると認定した場合、著作権を侵

害している疑いがあるコンテンツを投稿した被申立人に対して、申立人の情報（申立人の

名称、住所、電話番号、メールアドレス等）を送信する。 

 

4-3 削除 

被申立人が任意に削除しない場合、Twitter が削除要請申立内容を審査し、侵害がある

と認定した場合、削除又は表示制限措置を行い、被申立人に対し、申立人の情報（申立人

の名称、住所、電話番号、メールアドレス等）及び異議通知の提出方法を通知する。 

 

4-4 異議 

Twitter は、有効な異議通知を受け取ると、その通知内容を速やかに申立人に転送する。

その場合、両当事者は交渉や訴訟など法的措置を通じて問題解決を図ることになる。 

申立人が 10 営業日以内に、法的措置（提訴等）28を講じた旨の通知を提出しない場合、

Twitter は削除されたコンテンツを再掲載したり、表示制限を解除したりする場合がある。 

 

イ．所要期間 
 

削除申立てが受理されてから、通常、削除されるまでに 2 週間程度を要する。 

  

 
28 32 頁で述べたとおり、この法的措置は米国法に基づく申立て（提訴）であることが基本前提である点

に注意を要する。 
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（５）Facebook 
 

Facebook29では、著作権侵害に基づくコンテンツの削除要請を行う上で、全てのユーザ

ーが利用できる方法として、①専用のウェブフォームによる削除要請と②メール・郵便に

よる削除要請がある。 

また、一定の条件を満たしたユーザーは、③Rights Manager という著作権管理ツール

を利用できる。以下では、それぞれの方法を紹介する。 

 

①専用のウェブフォーム 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】専用のウェブフォームにアクセスし、権利所有者との関係を選択する 

専用のウェブフォーム URL：https://ja-jp.facebook.com/help/contact/1758255661104383 

 

ここでは、「私は権利所有者である」を選択している。 

 

  

 
29 https://www.facebook.com/ 
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【Step2】必要事項を入力し、削除要請申立てを行う 

2-1 権利者及びその著作物に関する情報を入力する 
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2-2 著作権侵害のコンテンツに関する情報を入力する 

 

※1 写真、動画、テキスト、その他から選択可能。 

※2 参考例は以下のとおりである。 

私は、下記 URL に掲載される写真の著作権者です。 
著作物の URL：●● 
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※1 著作権侵害の場合は「このコンテンツは私の作品をコピーしている」を選択する。 

 

※2 参考例（例：漫画の場合）は以下のとおりである。 

私は上記漫画の著作権者です。被申立人が投稿した当該コンテンツには、私の上記漫

画が無断で使用されています。被申立人が私の許諾を得ずに上記漫画を使用した行為

は、私が保有する著作権を侵害しています。 
したがって、対象コンテンツを直ちに削除するよう要請します。 
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2-3 宣言文に電子署名を行い、申立てを完成させる 
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【Step3】申立結果の確認 

3-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、申立番号など申立てに関す

る情報が記載されたメールが申立人に自動で届く。場合によっては、メタ・プラットフォ

ームズ（以下「Meta 社」という。）からメール等で申立てに関する追加情報を求められる

ことがある。 

 

3-2 通知 

Meta 社が被申立人に対し、削除要請申立てに関する申立人の情報（申立番号、申立人

の名称、メールアドレス、申立ての詳細等）を知らせる。 

 

3-3 削除 

Meta 社が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、対象コンテンツを

削除し、被申立人に対し、申立人の情報（申立番号、申立人の名称、メールアドレス、申

立ての詳細等）及び異議通知の提出方法を通知する。 

 

3-4 異議 

Meta 社は、被申立人から有効な異議通知を受け取ると、その通知内容を速やかに申立

人に転送する。その場合、両当事者は交渉や訴訟など法的措置を通じて問題解決を図るこ

とになる。また、両当事者が交渉して合意に至った場合や、誤って削除要請を提出した場

合、申立人は削除要請を取り下げることができる。 
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②メール・郵便による削除要請 30 

 

【宛先】 

宛名 ：Meta Designated Agent（Meta Platforms, Inc.） 

住所 ：1601 Willow Road Menlo Park, California 94025 

メール：ip@fb.com 

電話 ：650.543.4800 

 

【申立書の参考書式】日本語版 31 

［私／我々／当社／当職（ら）］は、Facebook における著作権侵害をここに通知し、

かかる著作権侵害のコンテンツを削除するよう、以下のとおり要請します。 
 
1. 著作権者情報 
・著作権名：●● 
・メールアドレス：●● 
・住所：●● 
・電話番号：●● 

 
2. 著作権で保護された作品情報（以下「本作品」という。） 
・作品タイトル：●● 
・作品種類：動画／オリジナル曲／ソフトウェア／アートワーク／写真／その他 
・作品 URL：●●（インターネットで公開されている場合のみ） 
・作品サンプル：●●（作品を CD 化したものやプリントアウトなどある場合のみ） 
・作品の権利帰属証明資料（著作権登録原簿など、ある場合のみ） 

 
3. Facebook における削除要請対象の投稿情報及び著作権侵害に関する説明 
・URL：●●● 
（複数のコンテンの URL でも可。） 
（説明の一例）私は本作品の著作権者です。被申立人が投稿したコンテンツには、

本作品が無断で使用されています。被申立人が私の許諾を得ずに本作品を利用し

た行為は、私が本作品に対して有する著作権を侵害しています。 
したがって、対象コンテンツを直ちに削除するよう要請します。 

 
4. 誓約 
［私／我々／当社／当職（ら）］は、以下のとおり誓約します。 
・申立てにおいて述べた方法で、著作権法で保護された上記のコンテンツを使用す

ることが、著作権者、その代理人又は法律によって許諾されていないと確信して

いること。 
・記載されている情報が正確であること。 
・偽りの場合には偽証罪に問われるという条件で、自分が侵害の申立てを提出する

独占的所有権の所有者、又はその正式な代理人であること。 
 
 

 
30 参考：https://www.facebook.com/help/190268144407210?helpref=faq_content 
31 参考：https://www.facebook.com/help/231463960277847?helpref=faq_content 
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5. 署名 
●● 
（著作権者本人又はその正式な代理人実際の署名又は電子署名） 

 

【申立書の参考書式】英語版 

[I/We/Our Company] hereby [notify/notifies] you of copyright infringement on 
Facebook and request that the infringing content be removed as follows. 
 
1. Information of the right holder: 
- Name of right holder: ●● 
- Email address: ●● 
- Address: ●● 
- Phone number: ●● 
 
2. Information of the copyrighted work: (the “Work”) 
- Title of work: ●●  
- Type of work: video/original song/software/artwork/other 
- URL: ●● (if it is publicly available on the Internet) 
- Sample: ●● (if there is a CD or printout of the work) 
- Proof of copyright ownership: ●● (if there is a copyright registration certificate, 
etc.) 
 
3. Information of the content requested to be removed on Facebook, and 

description regarding to copyright infringement: 
- URL: ●● 
(Multiple content URLs are acceptable.) 
(Example of description) I am the copyright holder of the Work. The Work is 
used without authorization in the content posted by the respondent in 3 above. I 
have a good faith belief that the unauthorized use of the Work by the respondent 
infringes my copyright to the Work. Therefore, I request that the content be 
removed immediately. 
 
4. Declaration: 
I have a good faith belief as follows: 
- The use of the copyrighted content described above, in the manner I have 
complained of, is not authorized by the copyright owner, its agent, or the law; 
- The information in my notice is accurate; and 
- Under penalty of perjury, I am the owner or authorized to act on behalf of the 
owner of an exclusive copyright that is allegedly infringed. 
 
5. Signature: 
●● 
(The physical or electronic signature of the copyright owner or an agent authoriz
ed to act on their behalf is required.) 
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③Rights Manager 

 

Rights Manager は、著作権者が Facebook 及び Instagram 内の動画、音声、画像コン

テンツを管理・承認・保護し、その価値を高めることを支援する著作権管理ツールである。

特に大量のコンテンツを管理する場合や、オリジナルコンテンツを定期的に投稿する場合

に適していると言われる。 

具体的には、著作権者であるユーザーが、自己が独占的に権利を有するコンテンツを

Rights Manager のライブラリに追加すると、Rights Manager が Facebook 及び

Instagram で当該コンテンツと一致するものを自動的にスキャンして検出する。これらス

キャンによって検出された動画について、ユーザーは以下の措置を選択できる。 

・ 一致するコンテンツをモニタリングする。 

・ 一致するコンテンツに広告を出して収益を取得する。 

・ 一致するコンテンツをブロックする。 

・ 一致するコンテンツの削除を要請する。 

 

※ Rights Manager のガイドページ： 

https://www.facebook.com/business/help/2015218438745640?id=237023724106807 

 

ただし、Rights Manager を利用するには、Meta 社の審査を通過する必要がある 32。 

当該審査は以下の点を中心に行われる。 

 

・ コンテンツの利用資格：対象コンテンツに対する独占的な権利を保有又は管理している

のか。 

・ コンテンツカタログ：保護したいオリジナルコンテンツが複数あるか。 

・ 過去の権利侵害や違反の有無：権利保有者の許可なくコンテンツを投稿していないか、

過去に投稿したコンテンツが削除要請を受けて削除されたことはないか。 

 

イ．所要期間 
 

削除要請申立てが受理されてから、通常、削除されるまでに数時間～数週間程度を要す

る。 

 

  

 
32 申請ページ：https://www.facebook.com/rights_manager/apply 
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（６）Instagram 
 

Instagram33では、著作権侵害のコンテンツの削除要請を行う方法として、①専用のウ

ェブフォームによる削除要請、②メール・郵便による削除要請がある。また、一定の条件

を満たしたユーザーは、③Rights Manager という著作権管理ツールを利用できるが、上

記（５）（78 頁）の Facebook の説明と同様のため本パートでは省略し、以下では、①②

の方法を紹介する。 

 

①専用のウェブフォーム 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】ログイン／アカウント登録 

登録ページ：https://www.instagram.com/accounts/emailsignup/ 

 

 

  

 
33 https://www.instagram.com/ 
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【Step2】専用のウェブフォームにアクセスし、権利所有者との関係を選択する 

専用のウェブフォーム URL：https://help.instagram.com/contact/552695131608132 

 

 
 

ここでは、「私は権利所有者である」を選択している。 
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【Step3】必要事項を入力し、削除要請申立てを行う 

3-1 権利者及びその著作物に関する情報を入力する 

 

 

※1 写真、動画、テキスト、その他から選択可能。 

※2 参考例は以下のとおりである。 

私は、下記 URL に掲載される写真の著作権者です。 
著作物の URL：●● 
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3-2 著作権侵害のコンテンツに関する情報を入力する 

  
※1 著作権侵害の場合は「このコンテンツは私の作品をコピーしている」を選択する。 

※2 参考例（例：写真の場合）は以下のとおりである。 

私は上記写真の著作権者です。被申立人が投稿した当該コンテンツには、私の上記写真

が無断で使用されています。被申立人が私の許諾を得ずに上記写真を使用した行為は、

私が有する著作権を侵害しています。 
したがって、対象コンテンツを直ちに削除するよう要請します。 
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3-3 宣言文に電子署名を行い、申立てを完成させる 
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【Step4】申立結果の確認 

4-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、申立番号など申立てに関す

る情報が記載されたメールが申立人に自動で届く。場合によっては、Meta 社からメール

等で申立てに関する追加情報を求められることがある。 

 

4-2 通知 

Meta 社が被申立人に対し、削除要請申立てに関する申立人の情報（申立番号、申立人

の名称、メールアドレス、申立ての詳細等）を知らせる。 

 

4-3 削除 

Meta 社が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、対象コンテンツを

削除し、被申立人に対し、申立人の情報（申立番号、申立人の名称、メールアドレス、申

立ての詳細等）及び異議通知の提出方法を通知する。 

 

4-4 異議 

Meta 社は、被申立人から有効な異議通知を受け取ると、その通知内容を速やかに申立

人に転送する。その場合、両当事者は交渉や訴訟など法的措置を通じて問題解決を図るこ

とになる。また、両当事者が交渉して合意に至った場合や、誤って削除要請を提出した場

合、申立人は削除要請を取り下げることができる。 
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②メール・郵便による削除要請 34 

【宛先】 

宛名 ：  Instagram Designated Agent（Instagram, LLC） 

住所 ：1601 Willow Road Menlo Park, California 94025 

メール：ip@instagram.com 

電話 ：650.543.4800 (電話) 

 

【申立書の参考書式】35 

［私／我々／当社／当職（ら）］は、Instagram における著作権侵害をここに通知

し、かかる著作権侵害のコンテンツを削除するよう、以下のとおり要請します。 
 
1. 著作権者情報 
・著作権名：●● 
・メールアドレス：●● 
・住所：●● 
・電話番号：●● 
 
2. 著作権で保護された作品情報 
・作品タイトル：●● 
・作品種類：動画／オリジナル曲／ソフトウェア／アートワーク／写真／その他 
・作品 URL：●●（インターネットで公開されている場合のみ） 
・作品サンプル：●●（作品を CD 化したものやプリントアウトなどある場合のみ） 
・作品の権利帰属証明資料（著作権登録原簿など、ある場合のみ） 
 
3. Instagram における削除要請対象の投稿情報 
・URL：●● 
（複数のコンテンツの URL でも可） 

 
4. 誓約 
申立人は、以下のとおり誓約します。 
・著作権者は、被申立人が申立てにおいて述べた方法で、著作権法で保護された上

記のコンテンツを使用することが許諾されていないと確信していること。 
・本メールに記載されている情報が正確であること。 
・偽りの場合には偽証罪に問われるという条件で、申立人が著作権侵害の申立てを

提出する上記著作権者であること。 
 
5. 署名 
●● 
（著作権者本人又はその正式な代理人の実際の署名又は電子署名） 

  

 
34 https://help.instagram.com/589322221078523 
35 https://help.instagram.com/454257084652404?helpref=faq_content 
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【申立書の参考書式】英語版 

[I/We/Our Company] hereby [notify/notifies] you of copyright infringement on 
Instagram and request that the infringing content be removed as follows. 
 
1. Information of the right holder: 
- Name of right holder: ●● 
- Email address: ●● 
- Address: ●● 
- Phone number: ●● 
 
2. Information of the copyrighted work: 
- Title of work: ●● 
- Type of work: video/original song/software/artwork/other 
- URL: ●● (if it is publicly available on the Internet) 
- Sample: ●● (if there is a CD or printout of the work) 
- Proof of copyright ownership: ●● (if there is a copyright registration certificate, 
etc.) 
 
3. Information of the content requested to be removed on Instagram: 
- URL: ●● 
(Multiple content URLs are acceptable.) 
 
4. Declaration: 
I have a good faith belief as follows: 
- The use of the copyrighted content described above, in the manner I have 
complained of, is not authorized by the copyright owner, its agent, or the law; 
- The information in my notice is accurate; and 
- Under penalty of perjury, I am the owner or authorized to act on behalf of the 
owner of an exclusive copyright that is allegedly infringed. 
 
5. Signature: 
●● 
(The physical or electronic signature of the copyright owner or an agent 
authorized to act on their behalf is required.) 
 

 

イ．所要期間 
 

削除要請申立てが受理されてから、通常、削除されるまでに数時間～数日程度を要する。 
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（７）App Store 
 

App Store36では、公式ウェブサイトに削除要請を行うための専用のウェブフォームを設

けている。以下では、この専用のウェブフォームによる削除要請の方法を紹介する。 

 

ア．削除要請手続及び必要書類 
 

【Step1】専用のウェブフォーム（App Store Content Dispute）にアクセスする 

 

専用のウェブフォーム URL： 

https://www.apple.com/legal/internet-services/itunes/appstorenotices/#?lang=ja 

※ 日本語や英語など複数の言語から選択可能。 

 

  

 
36 https://www.apple.com/ 
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【Step2】申立人の連絡先情報を記入する 

 
【Step3】申立対象アプリケーションのリンクを入力する 
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【Step4】侵害の種類・地域を選択し、侵害理由を記入し、提出する 

 

※ 侵害理由についての参考例は以下のとおりである。 

当社は●●キャラクター（以下「本キャラクター」という。）に関する著作権者で

す。被申立人が App Store で配信しているアプリケーション（以下「本アプリケーシ

ョン」という。）は無断で本キャラクターを使用しています。当該行為は、本キャラ

クターに対して当社が保有する著作権を侵害しています。 
したがって、直ちに本アプリケーションを取り下げるよう要請します。 

 
 

【Step5】Apple 社が申立人及び被申立人それぞれにメールを送付して、相手方の連絡先

を通知する 

 

【Step6】申立人及び被申立人が削除要請申立ての内容について交渉する 

 

【Step7】申立人と被申立人の交渉により解決できない場合、Apple 社は両者の間のやり

取りを踏まえて、対象アプリケーションを取り下げるか否かを決定する 

申立人と被申立人のやり取り及び申立人の提出した証拠資料から権利侵害と判断できる

場合、Apple 社は対象アプリケーションを App Store から取り下げることができる。 
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イ．所要期間 
 

被申立人が協力的である場合、申立てから被申立人が自ら削除するまでに、通常、約 2

～3 週間を要することが想定される。被申立人が非協力的な場合は、Apple 社が対象アプ

リケーションを取り下げる必要があるため、申立てから取り下げまでにはより長期の期間

（3 か月程度）を要することもある。 
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（８）タオバオ・アリババグループ 
 

タオバオ 37では、著作権侵害のコンテンツの削除要請は、アリババグループの知的財産

権保護プラットフォーム 38で行う。以下では、そのプラットフォームによる削除要請の方

法を紹介する。 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】ユーザー登録する 

登録ページ：https://ipp.alibabagroup.com/register.htm 

 

※ 国家／地域について、中国とその他から選択可能。ここでは中国を選択している。 

  

 
37 https://www.taobao.com/ 
38 URL：https://ipp.alibabagroup.com/ 
タオバオのほか、アリババ傘下の T モール（www.tmall.com）、1688（www.1688.com）等もこの知的財

産権保護プラットフォームを通じて削除要請することが可能である。 
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【Step2】ユーザー情報を記入する 

※ ユーザー情報の登録は初回の削除要請時にのみ行う。 
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※1 国家／地域について、中国とその他から選択可能。ここでは中国を選択している。 

※2 営業許可証について、日本企業の場合、登記事項証明書及びその概要の中国語訳を

提出する。 
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【Step3】知的財産権を登録する 

※ 同一権利の場合、知的財産権登録は初回の削除要請時にのみ行う。 

 

3-1 「知的財産権提出」を選択する 

 

3-2 知的財産権種類及び登録地情報を入力する 

 

 

※1 中国における専利権とは、日本の特許権、実用新案権、意匠権に対応する権利を指

す。 

※2 中国大陸、香港、台湾、その他から選択可能。ここでは中国大陸を選択している。 
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作品の種類によって Step 3-3 から Step 4 までの記入内容が異なる。ここでは、（ア）図

案作品の海賊版と、（イ） 写真／公式ウェブサイト画像作品の無断転載との 2 種類につい

て、Step 3-3 から Step 4 までの操作手順を紹介する。 

 

（ア） 図案作品の海賊版の場合 
 

3-3 著作権基本情報を記入する 

 

図案作品侵害の削除要請においては「図案／文字」を選択する。 

 

 

 

※1 作品種類について、図書、映画／テレビ番組、ソフトウェア、オーディオ／ビデオ、

写真／公式ウェブサイト画像、図案／文字、その他から選択可能。ここでは「図案／文字」

を選択している。 

※2 資料種類について、国家・地方版権局登録証書、タイムスタンプ、信頼性の高い認

証機構の認証証書から選択可能。ここでは「国家・地方版権局登録証書」を選択している。 
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※3 知的財産の通称について、以下のように規定されている。 

「ご自身の命名規則に沿って、当該知的財産の名称をカスタマイズして編集することがで

きます。」 

実際には、作品名を記載することが多い。 
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3-4 知的財産権授権情報を記入する 

 

※ 削除要請を代理人に委任する場合のみ、授権期間や授権証等の知的財産権の授権に関

する情報を記入する必要がある。 
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【Step4】削除要請を提出する 

 

 

 
※1 知的財産権について、登録済みの権利から選択する。 

※2 削除要請理由について、司法判決・行政決定、美術又は文字作品侵害から選択する。

侵害の認定について判決や行政決定を得ていた場合は、「司法判決・行政決定」を選択す

る。  
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※3 理由説明の記入例は以下のとおりである。 

（中文） 
被投诉人销售的商品中使用了与权利人作品相同的卡通形象，且如投诉人上传的资料中

显示，被投诉商品与权利人的正品存在差异，该商品是盗版商品。被投诉人销售盗版商

品的行为，侵犯了权利人对其作品享有的发行权等的著作权。为维护权利人的合法权

益，请求阿里巴巴平台删除投诉链接。 
 
（和訳） 
被申立人が販売している商品は、権利者の作品と同一キャラクターを使用しており、

かつ、アップロードした証拠からも明らかなように、被申立商品は権利者の正規品と

相違があり、海賊版である。被申立人が海賊版を販売する行為は、権利者がその作品

に対して有する発行権等の著作権を侵害するものである。権利者の合法的権利を保護

するために、アリババグループに申立対象リンクを削除するよう請求する。 
 
 

※4 侵害行為が判別できるような説明資料（侵害品と正規品の対比等）をアップロード

する。 
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（イ）写真／公式ウェブサイト画像の無断転載の場合 
 

3-3 著作権基本情報を記入する 

写真／公式ウェブサイトの画像の無断転載の削除要請においては「写真／公式ウェブサ

イト画像」を選択する。 

 

 

※1 作品種類について、図書、映画／テレビ番組、ソフトウェア、オーディオ／ビデオ、

写真／公式ウェブサイト画像、図案／文字、その他から選択可能である。ここでは「写真

／公式ウェブサイト画像」を選択している。 

 

※2 資料種類について、公式ウェブサイト／旗艦店画像、国家・地方版権局登録証書、

タイムスタンプ、信頼性の高い認証機構の認証証書から選択可能である。ここでは「公式

ウェブサイト／旗艦店画像」を選択している。 

 

※3 知的財産の通称について、以下のように規定されている。 

「ご自身の命名規則に沿って、当該知的財産の名称をカスタマイズして編集することがで

きます。」 

実際には、作品名を記載することが多い。 
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※4 版権声明書のフォーマットは以下のとおりである。 

（中文） 
 

版权申明 
 
（请填写权利人：）                                                     是 
（请填写官网地址：）                                                       
官方网站的拥有者和运营者。 
 
本公司申明： 
对 （请填写官网地址：）                                             官网网站内所有的图片和文字资料

拥有所有权，如未经允许被盗用或者下载使用，必究其相关法律责任。 
 
公司名：（请填写权利人：）                                                                     
                                                      公司盖章： 
                                                      日期： 
 
（和訳） 

著作権声明 
 
（著作権者名記入：）                                                   は、 
（公式ウェブサイト記入：）                                                       
公式ウェブサイトの所有者及び運営者である。 
 
当社は： 
（公式ウェブサイト記入：）                                             に掲載されている全ての画

像及び資料に対して権利を保有し、当社の許諾を得ずに無断使用やダウンロードを行

う場合、必ずその法的責任を追及する。 
 
会社名：（著作権者記入）                                                                     
                                                      会社印： 
                                                      日付： 
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3-4 知的財産権授権情報を記入する 

※ 削除要請を代理人に委任する場合のみ、授権期間や授権証等の知的財産権の授権に関

する情報を記入する。 
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【Step4】削除要請を提出する 
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※1 知的財産権について、登録済みの権利から選択する。 

※2 削除理由について、司法判決・行政決定、画像盗用から選択できる。侵害の認定に

ついて判決や行政決定を得ていた場合、「司法判決・行政決定」を選択する。ここでは

「画像盗用」を選択している。 

※3 理由説明の記入例は以下のとおりである。 

（中文） 
如上传的证据所示，被投诉人在店铺的商品销售页面中，盗用了权利人的官网图片。权

利人从未授权被投诉人使用其图片作品，被投诉人盗用权利人图片作品的行为，侵犯了

权利人对其作品享有的信息网络传播权。为维护权利人的合法权益，请求淘宝删除投诉

链接。 
 
（和訳） 
アップロードされた証拠に示されたように、被申立人はその店舗の商品販売ページに

おいて、権利者の公式ウェブサイトの画像を盗用している。権利者が被申立人に画像

作品の使用を許諾したことはなく、被申立人が権利者の作品を盗用する行為は、その

作品に対して権利者が有する情報ネットワーク伝達権を侵害している。権利者の合法

的権利を保護するために、タオバオに対して申立対象リンクを削除するよう要請す

る。 
 

 

※4 オリジナル画像に関する説明は以下のとおりである。 

「オリジナル画像」とは、実際の撮影図のオリジナル画像を指し、アップロード時に

カメラ等の撮影ツールから直接出力し、加工又は修正処理されていないオリジナル画

像を提供する必要がある。また、削除要請申立対象商品のリンクには、当該オリジナ

ル画像の使用が要求されている。対応可能な形式：jpg、jpeg・・・。サイズ 20MB
以内、最大 1 枚までアップロード可（20MB サイズ以上、又は、形式が対応不可の場

合は、https://c.tb.cn/F3.0ZD96g 参照）。 
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※5 オフショット画像に関する説明は以下のとおりである。 

オリジナル画像と重複しないセット／オフショットのオリジナル画像 39を 2 枚アップ

ロードする必要がある。対応可能形式：jpg、jpeg・・・。 
サイズ 20MB 以内、2 枚必須。 
 
 

※6 侵害行為に関する証明資料（例えば、対象画像を掲載した権利者のウェブページ

（URL 表示）と画像を盗用した商品販売ページ（URL 表示）の対比等）をアップロード

する。 

  

 
39 削除要請申立て時に自己の著作物として指定した写真と同じセットに属する写真やそれら写真撮影前の

準備期間や撮影の合間で撮られた写真を指す。詳細な説明は下記 URL も参照。 
https://ipp.alibabagroup.com/infoContent.htm?skyWindowUrl=faq/complaint/ipp/copyright-
Counterfeit-03-cn 
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Step 5 以降については、（ア）図案作品の海賊版の場合も（イ）写真／公式ウェブサイ

ト画像の無断転載の場合も共通する。 

 

実務上、著作権侵害の場合、タオバオは自ら申し立てられたリンクを削除せず、被申立

人に削除等の措置を講じるよう要請する可能性がある。もし、被申立人が削除要請に応じ

ない場合、Step 4 の削除要請を繰り返して提出することができる。 

 

【Step5】申立結果の確認 

5-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、タオバオは当該削除要請申

立ての有効性や必要な情報が含まれているかを審査する。必要な情報が不足している場合

や更に詳しい情報が必要な場合、タオバオからメール等で申立てに関する追加情報を求め

られることがある。 

 

5-2 削除 

タオバオが削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、対象リンクを削除

し、被申立人に対し、申立人の情報（申立人の名称、メールアドレス等）及び異議通知の

提出方法を通知する。 

 

5-3 異議 

被申立人が非侵害と主張する場合、タオバオに異議通知を送る。タオバオは異議通知を

申立人に転送し、その意見を聴取する。タオバオは申立人と被申立人の意見を審査した上、

対象リンクを回復するか否かを決定し、その結果を両当事者に通知する。 

 

イ．所要期間 
 

タオバオの場合、Step 3 で提出された知的財産権登録の審査を通過してはじめて、Step 

4 に進むことができる。通常、知的財産権登録は 1 週間程度、さらに Step 4 の削除要請申

立ての提出から Step 5 の削除までは 1 週間程度を要するが、著作権侵害の場合、タオバオ

や被申立人の対応により 2～3 週間程度を要することもある。 

 

  



 107 / 152 
 

（９）Shopee 
 

Shopee40では、著作権侵害の商品リンクの削除要請申立てを行うための専用のウェブフ

ォームを設けている。一方、申立対象の商品が販売される国によって、その国の専用のウ

ェブフォームにアクセスして削除要請申立てを行う必要がある（本ハンドブック作成時点

で、台湾のみフォームがなく、メールでの要請となる。）。各国での削除要請申立ての方法

は概ね同様であり、本ハンドブックでは、シンガポールを例として、Shopee の専用のウ

ェブフォームによるリンク削除要請申立ての方法を紹介する。 

 

Shopee 各販売国におけるリンク削除要請申立ての専用のウェブフォーム URL： 

（シンガポール） 

https://help.shopee.sg/portal/webform/4fdd0a74382a4d8089cabab7e7083699 

 

（マレーシア） 

https://help.shopee.com.my/portal/webform/c585cda7a212489fadcb4be586093eda 

 

（フィリピン） 

https://help.shopee.ph/portal/webform/2f462e363b974a8eaed6b916af7f29c5 

 

（インドネシア） 

https://help.shopee.co.id/portal/webform/8527e5508df04d1d93713f28f6feb1fe 

 

（タイ） 

https://help.shopee.co.th/portal/webform/3ecdacbf4a8a423c8c68dafdcae9dd89 

 

（ブラジル） 

https://help.shopee.com.br/portal/webform/c43bd288ae8d4324881e2c2dc5a42ab8 

 

（ベトナム） 

https://help.shopee.vn/portal/webform/49a778ec05154c1da619f372ab4906c0 

  

 
40 https://shopee.com/index.html 
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（台湾） 

Shopee 台湾に関しては、下記書類を用意の上、メールを送付する 41。 

宛先：help@support.shopee.tw 

①宣誓書（フォーマットを利用） 

https://drive.google.com/file/d/1cgxjkcrLL-heoE0PkdX5AFxGjTBjUBjp/view 

②申立書（フォーマットを利用） 

https://drive.google.com/file/d/1fBUwd1sJsor1mZ5AzGOHZp867gTWEMA2/view 

③身分証明書（現在事項全部証明書（会社）／パスポート（個人）等） 

④著作権に関する証明資料（著作権登録証や侵害鑑定書など） 

 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

【Step1】専用のウェブフォームにアクセスする   

専用のウェブフォーム URL： 

https://help.shopee.sg/portal/webform/4fdd0a74382a4d8089cabab7e7083699 

 

 

 
41 Shopee 台湾「知的財産権侵害通知方法」https://shopee.tw/docs/4480 
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【Step2】必要情報を入力し、削除要請申立てを行う 

2-1 権利者に関する情報を入力する 
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2-2 著作権の情報、及び申立対象の商品に関する情報を入力する 
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※ 「申立ての理由」の参考例（例：キャラクターグッズの場合）は以下のとおりである。 
 
（英文） 
As shown in the evidence uploaded by the Informant (who is also the copyright 
owner in this case), the goods subject to the application are pirated copies that use 
characters like those of the Informant's work, but do not have the permission of the 
Informant. The Respondent's act of selling such pirated copies is an infringement of 
the copyright in the Informant's work. To protect the lawful rights of the Informant, 
we request that the links to the sale of the subject merchandise be removed. 
 
（和訳） 
申立人（本件著作権の権利者でもある）がアップロードした証拠に示されたように、申

立対象の商品は、申立人の作品と同様のキャラクターを使用しているが、申立人の許諾

を得ていない海賊版である。被申立人が当該海賊版を販売する行為は、申立人の作品に

対する著作権を侵害しているものである。申立人の合法的権利を保護するため、申立対

象の商品販売リンクを削除するよう要請する。 
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2-3 誓約事項にチェックを入れ、電子署名を行い、削除要請申立てを完了させる 
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【Step3】申立結果の確認 

3-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、Shopee は当該削除要請申

立ての有効性や必要な情報が含まれているかを審査する。必要な情報が不足している場合

や更に詳しい情報が必要な場合、Shopee からメール等で申立てに関する追加情報を求め

られることがある。 

 

3-2 削除 

Shopee が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、対象リンクが削除

される。ただし、タイ、フィリピンの場合は、原則として、まずアクセス不可とする処理

がなされ、被申立人に異議通知を提出する機会を与えるという流れになる 42。 

 

イ．所要期間 
 

国によって対応スピードに差があるが、申立てから削除までに、通常、数日間～数週間

程度を要することが一般的である。 

  

 
42 参考：https://shopee.jp/edu/article/11708 
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（１０）OpenSea 
 

ア．削除要請手続及び必要資料 
 

OpenSea43では、著作権侵害の NFT 出品の削除要請を行う方法として、①専用のウェ

ブフォーム、②メール・郵便という方法を設けている。以下では、それぞれの削除要請の

方法を紹介する。 

 

①専用のウェブフォームによる削除要請 

 

【Step1】専用のウェブフォームにアクセスする 

専用のウェブフォーム URL：https://airtable.com/shrgFP1znwxhxWjrt 

 

 

  

 
43 https://opensea.io/ 
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【Step2】申立人の連絡先情報を記入する 

 

 
 

※ ここでは、「I am the rights owner.（私は権利者である。）」を選択している。 
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※ 上記「Twitter Profile」又は「Discord Username」は必須の入力項目ではない。 
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【Step3】申立人の作品及び著作権侵害のコンテンツに関する情報を入力する。 

 

 

※1 「Additional Info（追加情報）」は必須の入力項目ではないが、例えば、どのような

点が侵害なのか（類似した画像のアップロードか、一部に掲載されているのみか等）、申

立情報を補足して記入することができる。 
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【Step4】宣言文に電子署名を行い、申立てを完成させる 
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【Step5】申立結果の確認 44 

5-1 受理 

申立人が著作権侵害に基づく削除要請申立てを提出すると、OpenSea は当該削除要請

申立ての有効性や必要な情報が含まれているかを審査する。必要な情報が不足している場

合や更に詳しい情報が必要な場合、OpenSea からメール等で申立てに関する追加情報を

求められることがある。 

 

5-2 削除 

OpenSea が削除要請申立内容を審査し、侵害があると認定した場合、対象出品を削除し

て、削除要請に関する情報、及び異議通知の提出方法を通知する。 

 

5-3 異議 

OpenSea は、被申立人から有効な異議通知を受け取ると、その内容を速やかに申立人に

転送する。異議申立通知の受領後、申立人は、被申立人による著作権侵害行為を防ぐため

に、裁判所命令を求める法的措置を講じることを選択できる。申立人が、DMCA に従い、

異議申立通知の受領後 10 営業日以内に訴訟 45を提起せず、訴訟の証拠を OpenSea に転送

しない場合、当該出品は OpenSea に再掲載されることになる。 

 

  

 
44 参考：https://support.opensea.io/hc/ja/articles/4412092785043 
45 32 頁で述べたとおり、この措置は米国法に基づく申立て（提訴）であることが基本前提である点に注

意を要する。 
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②メール・郵便による削除要請 

 
【宛先】 

宛名 ：Copyright Agent （Ozone Networks, Inc.） 

住所 ：228 Park Ave S, #22014 New York, NY 10003 

メール：copyright@opensea.io 

 
【申立書の参考書式】日本語版 46 

［私／我々／当社／当職（ら）］は、OpenSea における著作権侵害をここに通知し、

かかる著作権侵害のコンテンツを削除するよう、以下のとおり要請します。 
 
1. 著作権者情報 
・著作権名：●● 
・メールアドレス：●● 
・住所：●● 
・電話番号：●● 

 
2. 著作権で保護された作品情報（以下「本作品」という。） 
・作品タイトル：●● 
・作品種類：動画／オリジナル曲／ソフトウェア／アートワーク／写真／その他 
・作品 URL：●●（インターネットで公開されている場合のみ） 
・作品サンプル：●●（作品を CD 化したものやプリントアウトなどある場合のみ） 

 
3. OpenSea における削除要請対象の投稿情報 
・URL：●● 
（複数のコンテンツの URL でも可） 
（説明の一例）私は本作品の著作権者です。被申立人が出品した当該アイテムに

は、本作品が無断で利用されています。被申立人が私の許諾を得ずに本作品を利用

した行為は、私が有する著作権を侵害しています。したがって、対象アイテムを直

ちに削除するよう要請します。 
 

 
4. 誓約 
申立人は、以下のとおり誓約します。 
・侵害が申し立てられた方法での素材の使用が、著作権若しくは知的財産権の所有

者、その代理人、又は法律によって許可されていないと確信していること。 
・本通知に含まれる情報が正確であり、偽証の場合は偽証罪に問われることを承知

の上で、侵害が申し立てられている著作権又はその他の知的財産権の所有者に代

わって行動する権限があること。 
 
5. 署名 

●● 
（著作権者本人又はその正式な代理人の実際の署名又は電子署名） 

  

 
46 参考：https://support.opensea.io/hc/ja/articles/4412092785043 
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【申立書の参考書式】英語版 

[I/We/Our Company] hereby [notify/notifies] you of copyright infringement on 
OpenSea and request that the infringing content be removed as follows. 
 
1. Information of the right holder: 
- Name of right holder: ●● 
- Email address: ●● 
- Address: ●● 
- Phone number: ●● 
 
2. Information of the copyrighted work (the “Work”): 
- Title of work: ●● 
- Type of work: video/original song/software/artwork/other 
- URL: ●● (if it is publicly available on the Internet) 
- Sample: ●● (if there is a CD or printout of the work) 
- Proof of copyright ownership: ●● (if there is a copyright registration certificate, 
etc.) 
 
3. Information of the content requested to be removed on OpenSea: 
 URL: ●● 
(Multiple content URLs are acceptable.) 
(Example of description) I am the copyright holder of the photograph mentioned 
above. My photograph is unauthorized used in the item posted by the respondent. I 
have a good faith belief that the unauthorized use of the above photograph by the 
respondent infringes my copyright. Therefore, I request that the item be removed 
immediately. 
 
4. Declaration: 
I have a good faith belief as follows: 
- The use of the copyrighted content described above, in the manner I have 
complained of, is not authorized by the copyright owner, its agent, or the law; and 
- The information in my notice is accurate. Under penalty of perjury, I am the 
owner or authorized to act on behalf of the owner of an exclusive copyright that is 
allegedly infringed. 
 
5. Signature: 
●● 
(The physical or electronic signature of the copyright owner or an agent authorized 
to act on their behalf is required.) 
 

 
イ．所要期間 
 

対応にはばらつきがあるが、申立てから削除までに数時間～数日間程度を要することが

一般的である。 
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Ⅲ．削除要請以外の権利行使の方法等 

 

１．前提 
 

（１）全体像 
 プラットフォーマーへの削除要請のみでは有効な対策とならない場合に検討されるべき

手段として、主に以下の権利行使が考えられる。 

 

・警告状の送付 

・海賊版の摘発（刑事・行政） 

・民事裁判の提訴 

・その他（啓発、資金源を断つ等） 

 

それぞれについては以下で解説したのち、最後に海賊版対策における戦略立案について

述べる。 

 インターネット上の著作権侵害は、6 頁でも述べたとおり、①正規コンテンツも多く含

まれる大手動画配信サイトや SNS プラットフォーム（YouTube や Tik Tok など）上に海

賊版コンテンツがアップロードされている場合、②海賊版コンテンツを主として配信・掲

載することを目的とした独立サイト（漫画村など）に海賊版コンテンツがアップロードさ

れている場合に大きく分かれる。 

 ①については、プラットフォームへの削除要請により一定程度の効果は期待できるが、

悪質な侵害者は、アカウントを変えながら何度も海賊版の配信を繰り返すことも少なくな

い。その場合は、かかる悪質な侵害者を特定して、直接権利行使手段を取るか、資金源を

断つ等の方法も使って侵害行為の停止・損害賠償を求めていくことが考えられる。 

 一方、②の場合は、そもそも削除要請に応じる可能性が低く、当初から削除要請以外の

権利行使を考えることになる。このような独立サイトのタイプはグローバル化が進んでお

り、大きく下記の三種に分類できる。 
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従来は、タイプ 1 のパターンが最も多かったが、権利者の精力的な活動により、リーチ

サイトやファスト映画等の摘発が進んできた。一方で、今後の課題として挙げられるのは、

タイプ 2 とタイプ 3 である。これらは海外のサーバー等を使い海外から発信することで、

日本からの権利行使が難しく、海外現地での刑事摘発や訴訟を検討しなければならない。 

特に、タイプ 2 の場合、あくまで利用者は日本であり現地では被害が発生していないこ

とから、現地当局が積極的に対応しないなどの課題も生じている。もっとも、かかる障害

の中でも、漫画 BANK 等の摘発（133 頁参照）が昨今行われるなどの成果が挙げられてい

る。 

 

（２）発信者情報開示について 
 

海賊版コンテンツの削除のみならず、侵害者に対する損害賠償請求も行いたいと考える

場合、当該侵害者の特定が必要となる。 

日本においては、侵害者の特定のためにプロバイダ責任制限法第 5 条第 1 項が定める発

信者情報開示の制度を利用することが考えられる。従来は、①SNS 事業者等へ IP アドレ

ス（インターネット機器に割り当てられた識別番号。インターネット上の住所に相当。）

等の開示請求の後に、②通信事業者等へ氏名・住所の開示請求の裁判を行うこととなって

いたが、後述のとおりこの手続きについては法改正がなされた。なお、独立サイトの場合

等は、Whois 等によるドメイン検索（21 頁参照）から得られる IP アドレス等の情報をも

って、2 段階の手続きを経なくとも直接、通信事業者等への開示手続きに進み得る場合も

ある。 

発信者情報開示請求権は、以下の要件を満たす場合に認められる。 

 

①相手方がコンテンツプロバイダや経由プロバイダなどの開示関係役務提供者であること。 

②コンテンツプロバイダや経由プロバイダが侵害情報に係る発信者情報を保有しているこ

と。 

③インターネットにおける情報の流通によって自己の権利が侵害されたことが明らかであ

ること。 

④開示を受ける正当な理由があること。 

 

プロバイダ責任制限法は令和 3 年 4 月 28 日に改正され、令和 4 年 10 月 1 日に施行され

た。改正プロバイダ責任制限法では、以下のとおり、より円滑に被害者救済を図るための

制度が導入された。 
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 新たな裁判手続の創設 

改正前の旧法では、①SNS 事業者等へ IP アドレス（インターネット機器に割り当てら

れた識別番号。インターネット上の住所に相当。）等の開示請求の後に、②通信事業者等

へ氏名・住所の開示請求の裁判を行うという、2 段階の裁判手続を経ることが一般的であ

り、多くの時間とコストがかかるとの問題点が指摘されていた。 

これを受けて、改正法においては、非訟手続（訴訟以外の裁判手続。訴訟手続に比べて

手続が簡易であるため、事件の迅速処理が可能とされる。）が創設され、裁判所において 1

回の手続の中で、開示命令、提供命令及び消去禁止命令の申立ての処理を可能にした。こ

れにより、迅速な発信者の特定に繋がるとされている。 

 

 

 

 開示請求を行うことのできる範囲の見直し 

 改正前の旧法では、ログイン時情報（SNS などのログイン型サービスにおけるログイン

時の IP アドレス及びタイムスタンプ）が、開示請求の対象となる発信者情報に該当する

か否かについては明確になっていなかった。 

改正法では、円滑な被害者救済を図るため、発信者の特定のために必要となる一定の場

合については、ログイン時情報も発信者情報に含まれることを明確した（プロバイダ責任

制限法第 5 条第 1 項）。この改正により、ログイン時の IP アドレス等から発信者を特定す

るという方法が実現できることが期待される。 

なお、コンテンツプロバイダの特定等においては、「Whois」という IP アドレスやドメ

イン名の登録者などに関する情報を検索するサービスを使うことが多い（詳細は 21 頁参

照）。 
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（３）プラットフォーマーの責任について 
 

ア．一般論 
 

プラットフォーマー、すなわち、動画投稿・共有サイトなどのプラットフォームの運営

者を含むコンテンツプロバイダにおいては、投稿者が著作権侵害行為を行った場合、民法

上、不作為等による不法行為（民法第 709 条）として、損害賠償責任を負う可能性がある。

ただし、プラットフォーマーは基本的にプロバイダ責任制限法における「特定電気通信役

務提供者」に該当するところ、同法第 3 条第 1 項により、プラットフォーマーが「発信者」

にも該当しない限り、①送信防止措置を講ずる技術的可能性（同項本文）並びに、②権利

侵害を認識していること（同項第 1 号）、又は、情報の流通の認識及び権利侵害の認識可

能性（同項第 2 号）の双方を充足する場合を除き、損害賠償責任は免責される。 

プラットフォーマーにおいては、自らが管理するプラットフォームである以上①を充足

する場合が多いことから、権利侵害についての通知や削除要請が行われることで、②の権

利侵害の認識を持つことになり、免責の対象とならないことが多いと解される。また、プ

ラットフォーマーは、著作権者からの不法行為に基づく損害賠償請求などを回避するため

に、著作権侵害と認められる動画について、送信防止措置（削除等）を講じる必要がある

ほか、権利者から通知があった場合は適切な是正義務を負うものと解される（2 ちゃんね

る小学館事件（127 頁）参照）。 

なお、下記事例のように、個別具体的な事情を総合して、直接物理的な著作権侵害行為

を講じていないプラットフォーマーが著作権侵害の主体であると認定される場合がある

（いわゆる著作権侵害の規範的主体論）。「著作権侵害の主体」該当性と「発信者」該当性

は法文上直接の関係はないが、プラットフォーマーが著作権侵害の主体と認められれば、

原則として発信者にも該当し、上記の損害賠償責任の免責はなされないと解される（TV

ブレイク事件（126 頁）参照）。また、著作権侵害の主体と認められれば、プラットフォ

ーマーに対し直接差止請求を行うことも可能となる。 
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イ．プラットフォーマーの責任が肯定された事例 
 

（ア）動画投稿・共有サイトを運営するプラットフォーマー 
 

TV ブレイク事件（知財高判平成 22 年 9 月 8 日）47  
 
【事案】 
音楽著作物の著作権等の管理事業者である原告が、動画投稿・共有サービスを運営す

る被告に対して、原告が管理する著作物の複製物を含む動画ファイルを無断で蔵置し、

これを各ユーザーのパソコンに送信しているとして、著作権法第 112 条第 1 項に基づく

複製、送信可能化及び自動公衆送信等の差止めとともに、民法第 709 条に基づく損害賠

償を請求した事案の控訴審である。 
 
【判旨】 
裁判所は、まず控訴人会社（＝被告）が著作権侵害行為の主体といえるかについて、

①控訴人会社の動画投稿・共有サイトのサービス（本件サービス）は、利用者に著作権

侵害又は著作隣接権侵害に対する強い誘引力を働かせるものであり、著作権又は著作隣

接権を侵害する事態を生じさせる蓋然性の極めて高いものであること、②控訴人会社

は、サーバーを管理・支配し、専用ソフトを配布し、動画ファイルの視聴を推奨するな

どして、本件サービスを管理・支配していること、③バナー広告や検索連動型広告を通

じ、動画ファイルが本件サービスにおいて複製及び公衆送信などされることによって、

控訴人会社は利益を得ており、複製及び公衆送信される動画ファイル数と控訴人会社の

利益額に相関関係があること、④少なくとも約半数の投稿ファイルが著作権を侵害する

ものであること、⑤控訴人会社は、権利者から削除要求があっても誠実に削除を行わな

かったこと、⑥包括契約の締結や権利侵害防止措置の導入に消極的であったこと、⑦侵

害ファイルを投稿するユーザーに対する責任追及を困難にさせる対応すら行っていたこ

と、等を指摘し、控訴人会社は、侵害行為を直接に行う者と同視できるとして、著作権

侵害の主体であると認定した。 
また、控訴人会社が発信者に該当するかについては、プラットフォーマーであるプロ

バイダが差止請求の相手方たり得るための要件である「侵害主体」と、プロバイダが損

害賠償請求を負うための要件である「発信者」とは、それぞれ法の目的に従って解釈さ

れるべきことであるから、「侵害主体」であっても「発信者」に該当しない可能性を指

摘したものの、控訴人会社は、著作権を侵害する動画ファイルの複製又は公衆送信（送

信可能化を含む。）を誘引、招来、拡大させ、かつ、これにより利得を得るものであ

り、著作権侵害を生じさせた主体、すなわち当の本人というべき者であるから、発信者

に該当するとした。そして、控訴人会社に対し、複製、自動公衆送信及び送信可能化の

差止め及び損害賠償を命じた。 
 
  

 
47判タ 1389 号 324 頁 
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2 ちゃんねる小学館事件（東京高判平成 17 年 3 月 3 日）48 
 
【事案】 
インターネット電子掲示板上に著作権侵害の書き込みがあった場合に、被告（掲示板

運営者）に対し、著作権法第 112 条第 1 項に基づく自動公衆送信等の差止めとともに、

民法第 709 条に基づく損害賠償を請求した事案である。 
 
【判旨】 
裁判所は、①インターネット上の掲示板運営者は、著作権侵害となる書き込みがあっ

た際には、適切な是正措置を速やかにとる態勢で臨むべき義務があり、著作権者らから

著作権侵害の事実の指摘を受けた場合には、可能ならば発言者に対して照会をし、更に

は著作権侵害であることが極めて明白なときには当該発言を直ちに削除すべきである、

②本件著作権侵害は記載自体から極めて容易に認識し得た態様のもので、掲示板に書き

込まれた情報は劣化を伴うことなくそのまま不特定多数の者のパソコン等に取り込まれ

たりする深刻な態様の著作権侵害である、③被告は、原告（出版社）の編集長からの通

知を受けて著作権侵害行為にあたる書き込みがされていることを認識することができた

とし、被告は、発言者に照会するまでもなく速やかにこれを削除すべきであったとこ

ろ、何らの是正措置を取らなかったものであるから、故意又は過失により著作権侵害行

為に加担したものと認定した。そして、被告に対し、自動公衆送信及び送信可能化の差

止め及び損害賠償を命じた。 
 
  

 
48判タ 1215 号 200 頁 
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（イ）電子商取引サイト（EC サイト）を運営しているプラットフォーマー 
 

楽天事件（知財高判平成 24 年 2 月 14 日）49 
 
【事案】 

EC サイトにおいて、出店者が商標権を侵害する商品を販売していたところ、商標権

者が当該 EC サイトのプラットフォーマーに対し、プラットフォーマーが主体となって

出店者を介し、あるいは出店者と共同で、少なくとも出店者を幇助して、商標権を侵害

する商品を展示又は譲渡し、商標権を侵害したなどと主張し、損害賠償を請求した事案

である。 
 
【判旨】 
裁判所は、プラットフォーマーが、①単に出店者による EC サイトの開設のための環

境等を整備するだけではなく、運営システムの提供、出店停止等の管理・支配を行って

おり、②出店者からの基本出店料等の利益を受けている場合に、③出店者による商標権

侵害があることを知ったとき又は知ることができたと認めるに足りる相当の理由がある

に至ったとき、④その後の合理的期間内に EC サイト（ウェブページ）から侵害内容が

削除されない限り、合理的期間経過後から商標権者は、EC サイトの運営者に対し、商

標権侵害を理由に、出店者に対するのと同様の差止請求と損害賠償請求をすることがで

きると認定した。 
このため、プラットフォーマーは、商標権者から商標法違反などの指摘を受けたとき

は、出店者に対しその意見を聴くなどして、その侵害の有無を速やかに調査し、侵害の

事実を知ったときは、速やかに出店者に対して出品の取下げの要請、出店者へのサービ

スの一時停止など、侵害を是正する措置を講じる必要があると解される。 
なお、上記事案では、プラットフォーマーが商標権侵害の事実を知ったときから 8 日

以内という合理的期間内にこれを是正したと認められたため、EC サイトの運営行為が

商標権を違法に侵害したとまでいうことはできないとして、控訴を棄却している。 
 

 

  

 
49判時 2161 号 86 頁。なお、第一審：東京地判平成 22 年 8 月 31 日・判時 2127 号 87 頁では、「本件各出

店者の出店ページにおける本件各商品の展示及び販売に係る被告の関与（行為）は、商標法第 2 条第 3 項

第 2 号の『譲渡のための展示』又は『譲渡』に該当するものと認めることはできず、同様に、不正競争防

止法第 2 条第 1 項第 1 号及び 2 号の『譲渡のための展示』又は『譲渡』に該当するものと認めることもで

きない。」とし、商標権者の請求を棄却している。 
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（４）独占的ライセンシーによる差止請求権行使の可否 
 

著作権者は、著作権法第 112 条第 1 項を根拠に、固有の差止請求権を有している。一方

で、著作権者から許諾を受けて著作物を利用するライセンシーについては、その根拠規定

が存在しないため、固有の差止請求権は有さないとするのが通説的見解である。 

もっとも、ライセンシーのうち独占的ライセンシーについては、債権者代位（民法第

423 条）の構成によりその利用する著作物の著作権を侵害する行為の排除を求めることが

できると考える余地がある。すなわち、独占的利用許諾契約を締結した独占的ライセンシ

ーは、ライセンサーに対し著作権侵害状態の排除を求める債権的な権利を有していると考

え、これを被保全債権として、著作権者が有する著作権を代位行使できないかという構成

である。 

この点につき学説は、独占的利用許諾契約の中に著作権者の侵害排除義務が定められて

いる場合に代位を認めるという説や、現実的に市場を独占していたか否かを問題とし、こ

れを肯定できた場合に代位を認める説などがある。また、裁判例においては、独占的利用

許諾を得ているライセンシーの債権者代位の可能性を示唆するものもある。ただし、裁判

例において結論として代位行使を認めたものは存在しない。 

昨今、海賊版コンテンツによる著作権者などへの被害が拡大している中で、独占的ライ

センシーが自ら差止請求を行うことができるようになれば、海賊版コンテンツの削除請求

や税関における水際差止めなどの対策が容易となり、被害の拡大防止に資するものと考え

られる。 
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２．警告状の送付 
 

（１）概説（有効な場面、警告状送付で気を付けるべき点等） 
 

日本では、著作権侵害に対して、刑事摘発や民事訴訟提起などの法的措置が可能である

が、それらの法的措置は費用も時間も要することが多いため、先立つ事実上の対応として、

侵害者などに対して「警告状」を送付することが少なくない。権利者は、この警告状にお

いて、自分の権利が侵害されている事実を指摘し、一定の期間内に侵害物を削除するなど

の行為の実施を求め、指定期間内に指定した行為が行われない場合には法的措置（刑事摘

発や民事訴訟提起）をとる旨などを記載することが一般的である。警告状は弁護士名義で

送付した方が権利者側の権利行使に対する真剣さが伝わると考えられるので、その後の交

渉や法的措置等も弁護士にて対応することが想定される場合には、弁護士名義で送付する

ことも考えられる。 

送付先は様々な場合があり得る。一般的に、直接侵害を行っている侵害者に送付するこ

とが考えられるが、プラットフォーマーや広告出稿者など侵害を幇助しているといえる業

者に対して、警告状又は通知書を送付して、かかる幇助行為の停止を求めることも考えら

れる。 

送付方法としては、訴訟に発展する場合の証拠化も想定して、配達証明付きの内容証明

郵便で送付することが望ましい。もっとも、書式に制限があることや図・表等は挿入でき

ないといった制限があるため、図・表等の部分は別途簡易書留で送る等の手段を取る場合

もある。加えて、迅速な対応が要求される場合、内容証明郵便等であると相手方が受け取

れなかった場合等に再配達で遅延を要する可能性がある。そこで、同時に、郵便受けに届

くようレターパックライトなどで送ったり、海外所在の場合は電子メール等に添付して送

ったりすることも考えられる。 

もっとも、故意に侵害行為を行っている海賊版業者や著作権に基づく要請をあまり受け

付けないサービスプロバイダ等の場合、警告状を送付しても返答されない可能性が高く、

有効とはいえない場合があることに留意されたい。また、仮に侵害ではなかった場合など、

相手方が名誉棄損や業務妨害を理由に反論したり損害賠償を求めてきたりする可能性もあ

るので、警告状にどのような記載を盛り込むかについては、弁護士等の専門家にも相談の

うえ、慎重に検討するべきである。 
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（２）権利者による対応事例 
 

Case 1 広告配信事業者に海賊版サイトへの広告出稿停止を書面で要求した事例 50（出

版） 
 
一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）と株式会社集英社は、スペイン

に所在するオンライン広告配信事業者が日本の海賊版サイトに広告出稿していることを

確認したことから、現地スペインの法律事務所を通じ、広告出稿の停止を書面にて要求

した。 
これに対して、広告業者は、書面で指摘した 27 サイト全てにおいて広告配信の契約

を解除すること、サービスの提供を停止すること、今後も知的財産権を侵害する者に対

するサービス提供や契約を行わないことを徹底することなどを約束した。実際にも広告

提供停止が確認された。 
海賊版サイトの資金源となっている広告業者に対して警告状を送付することで、資金

源を断つという方策を書面要求によって成功した事例である。なお、広告出稿停止につ

いては 144 頁以下も参照。 

 

Case 2 製造元の情報に繋がった事例（キャラクターグッズ） 
 
ある人気キャラクターの著作権者が、大手 EC サイトで海賊版キャラクター商品を販

売している業者を発見したが、商品は海外から直接配送されるようになっており、同販

売業者の背景には、海外の製造業者がいることが窺われた。 
そこで、販売業者に対して、弁護士名義での警告状を送付し、著作権侵害の停止を求

めるとともに、製造業者に関する情報の開示を求めた。 
数回のやり取りののち、販売業者が、製造業者の情報を開示したため、権利者におい

て、調査を進めて摘発を検討しているという事例がある。 
製造業者など仕入元に関する情報開示は必ずしも成功するとは限らないが、任意の交

渉によって情報が開示され、海賊版商品の流通の実態が判明し、さらに上流の製造業者

の摘発に繋がる場合もある。 
 

  

 
50 http://www.coda-cj.jp/news/1201/ 
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３．侵害者の摘発 
 

（１）概説（摘発の種類、注意点等） 
 

 日本においては、著作権侵害は犯罪であり、被害者である著作権者が告訴することで侵

害者は処罰される（親告罪。一部を除く 51。）。著作権、出版権、著作隣接権の侵害は、10

年以下の懲役又は 1000 万円以下の罰金（著作権法第 119 条第 1 項）、著作者人格権、実演

家人格権の侵害などは、5 年以下の懲役又は 500 万円以下の罰金などが定められている

（同条第 2 項）。 

法人が著作権等（著作者人格権等を除く。）を侵害した場合は、3 億円以下の罰金となる

（著作権法第 124 条第 1 項）。 

さらに、私的使用目的であっても、無断でアップロードされていることを知っていて、

かつダウンロードする著作物等が有償で提供・提示されていることを知りながら、そのコ

ンテンツをダウンロード等する行為は、2 年以下の懲役若しくは 200 万円以下の罰金が科

せられる（著作権法第 119 条第 3 項）。 

なお、懲役刑と罰金刑は併科されることがある。 

 海外においては、かかる刑事上の対抗措置に加えて、行政機関が摘発を行う場合もある。

行政摘発は、一般的に、刑事摘発よりも迅速・費用が掛からない等のメリットがある一方、

侵害者に科される罰則は刑事罰の方が重いため、抑止力という観点では劣るところがある。 

行政摘発制度がある国（中国、ベトナム等 52）においては、事案の重大さや証拠等によ

っては、行政摘発による対抗措置を取ることも十分検討に値する。 

  

 
51 著作権法第 119 条第 1 項の著作権等侵害罪のうち一定の要件に該当する場合に限り、著作権者等の告訴

がなくとも公訴を提起することができること（非親告罪）としている（著作権法第 123 条第 2 項）。例え

ば、海賊版 DVD を販売して、その販売代金として利益を得る行為等がある。 
52 行政摘発の手続や効果の詳細については、「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対策ハンドブッ

ク」の各論編を参照。 
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（２）権利者による対応事例 
 

Case 1 ファスト映画アップロード者への刑事判決 53（映画） 
（仙台地判令和 3 年 11 月 16 日） 
 
著作権者に無断で最初から最後までの内容が分かるように短く編集した映画を

YouTube にアップロードし、著作権侵害で逮捕された者らに対して、裁判所は、「著作

権者が正当な対価を収受する機会を失わせ・・・映画文化の発展を阻害しかねない」と

判示したうえで、下記の刑を科した。 
 
 被告人 A（主犯格）懲役 2 年、4 年間執行猶予、罰金 200 万円 
 被告人 B 懲役 1 年 6 か月、3 年間執行猶予、罰金 100 万円 
 被告人 C 懲役 1 年 6 か月、3 年間執行猶予、罰金 50 万円 
 
昨今、大量に発生していたファスト映画の投稿事案について、日本国内で初めて逮

捕、刑事罰が科された事件である。同事件については、民事裁判も提起されている

（138 頁参照）。 
 
 

Case 2 漫画 BANK 事件 中国での運営業者の行政摘発（漫画） 
（（万州）文綜罰字〔2022〕27 号） 
 
「漫画 BANK」及び後続サイトは、ストリーミングを通じて無料で日本の漫画作品を

読める海賊版サイトであり、開設期間中（2019 年 11 月～2021 年 10 月）の合計アクセ

ス数は 9 億 9370 万に達し、漫画の正規販売価格に換算すると、被害予想額は 2082 億

円にのぼると推定され、「漫画村」に匹敵する巨大な海賊版サイトであった。 
KADOKAWA、講談社、集英社、小学館の出版社 4 社は、「漫画 BANK」が利用して

いたサーバー会社などの海外サービスに対し、米国の裁判所にて情報開示命令を取得

し、分析を進めた結果、その運営者が中国重慶市に居住していることが判明した。 
そこで、上述の出版社 4 社は、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）

に対処を要請。2022 年 6 月 15 日、中国現地当局は、「漫画 BANK」及び後続サイトを

運営し漫画作品を無断配信していた重慶市在住の男性に対し、「情報ネットワーク伝達

権保護条例」に違反したとして、約 33 万円の犯罪収益の没収、及び約 60 万円の罰金と

の行政処罰を下した。 
 
海外に拠点を置く、日本人向けの漫画海賊版サイトの運営者に対して、海外現地当局

が処罰を行うのは本件が初めてといえる。 
同サイトは中国国内からアクセスできないように設定されており、中国国内での被害

がなく中国での摘発が困難であると予想されたが、日本での甚大な被害とその処罰性や

摘発の重要性を強調したことで、最終的に行政処罰が科されるに至った。 
 

 

  

 
53 http://www.coda-cj.jp/news/385/ 
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４．侵害者に対する民事訴訟 
 

（１）概説 
 

 日本の民事裁判において、権利者は著作権侵害行為に対して、原則として以下の 4 つの

権利を主張することができる。 

 なお、海外での訴訟においては、費用や時間がかかったり、途上国の場合は判例が乏し

く結果予測が難しかったりする一方で、実際に損害額を回収でき、侵害者への抑止効果を

発揮しつつ、裁判に要した費用も回収できたという成功事例も出てきている。 

各国の裁判所の手続や事例については、「インターネット上の著作権侵害（海賊版）対

策ハンドブック」の各論編を参照されたい。 

 

ア．差止請求 
 

著作権侵害行為に対して、侵害行為を停止するよう求めることができる請求権である。

差止めの態様としては、以下の 3 点が挙げられる（著作権法第 112 条）。差止請求の際に

は、侵害者に侵害についての故意や過失があることは要件ではない。 

なお、既に著作権侵害が現実化しており、これを放置しては著しい損害が生じる可能性

がある場合など緊急性があるときには、裁判所に対して、まず侵害行為の停止を求める仮

処分を申し立てることが考えられる。 

 

①侵害行為をする者に対するその行為の停止の請求 

②侵害のおそれのある行為をする者に対する侵害の予防の請求 

③侵害行為を組成した物、侵害行為によって作成された物又はもっぱら侵害の行為に供さ 

れた機械や器具の廃棄その他の侵害の停止・予防に必要な措置の請求 54 

  

 
54 ③単独での請求はできず、①又は②とともにのみ請求することができる。 
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イ．不法行為に基づく損害賠償請求 
 

著作権侵害行為に対して損害賠償請求することができる請求権である（民法第 709 条）。 

権利者においてその損害額を立証する必要があるが、多くの場面では侵害者の実態がわ

からないため、その立証や計算は困難である。そこで、著作権法では、算定規定を設けて

（著作権法第 114 条）、著作権者から侵害者に対する損害賠償請求を容易にしている。そ

の推定規定は以下のとおりである。 

ただし、損害賠償請求を主張するためには、請求権者において、侵害者の故意・過失を

立証する必要がある。 

 

①譲渡数量に基づく推定（著作権法第 114 条第 1 項） 

「損害額」=「侵害者の譲渡等数量」×「権利者の単位あたりの利益」55 −「権利者が販売

等を行えない事情に応じた金額56」 

例えば、侵害者が著作物の海賊版を 1000 個販売し、著作権者の単位数量あたりの利益

の金額が 1000 円である場合、1000 × 1000 = 100 万円の損害が、著作権者に発生したと推

定されるが、著作権者の販売能力がこれを下回る等の事情があれば、それに相当する金額

が減額されることになる。 

なお、令和 5 年の通常国会において審議予定の著作権法の改正案では、上記に加え、著

作権者が権利行使をし得たと認められない場合を除き、著作権者の販売等を行う能力を超

える数量や権利者が販売等を行えない事情がある数量に応じたライセンス料相当額の損害

賠償を請求することが可能とされている57。 

 

②利益に基づく推定（著作権法第 114 条第 2 項） 

「損害額」=「侵害者が得た利益」 

例えば、侵害者が著作物の海賊版を販売し、100 万円の利益を受けた場合は、100 万円

が権利者の損害として推定される。 

 

③ライセンス料に基づく推定（著作権法第 114 条第 3 項） 

「損害額」=「ライセンス料相当額」 

この規定は、損害額の最低限を法定した規定と考えられ、実際の損害額がこれより小額

であることを侵害者が主張しても損害賠償を減額させることはできないと解され、①と②

の立証の困難性から③に基づく請求を行うのが現実的であることも少なくない。 

「侵害者の譲渡数量」×「権利者の単位あたりのライセンス料」で計算されることが多

 
55 「侵害者の譲渡等数量」×「権利者の単位あたりの利益」は、著作権者の販売等を行う能力に応じた額

を超えない限度に限定される。 
56 権利者が販売等を行えない事情に応じた金額は、侵害者において立証する必要がある。 
57 この改正案は、令和 5 年 5 月 17 日に成立し、同月 26 日に公布された。（※令和 5 年 5 月 26 日追記） 
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く、例えば、著作物の海賊版を 1000 個販売し、権利者のライセンス料の相場が 1 個につ

き 500 円であれば、著作権者の損害は 50 万円となる。 

なお、令和 5 年の通常国会において審議予定の著作権法の改正案では、当該ライセンス

料相当額の算定に当たり、著作権侵害があったことを前提に交渉した場合に決まるであろ

う額を考慮できる旨が明記されている58。 

 

ウ．不当利得返還請求 
 

 著作権の侵害者が著作権侵害によって利益を得ている場合、その利益について返還を求

めることができる請求権である（民法第 703 条）。 

 

エ．名誉回復措置請求権 
 

著作者の著作者人格権を侵害した者に対して、著作者は、名誉・声望を回復するための

措置を請求することができる（著作権法第 115 条）。 

具体的には、新聞などにおける謝罪広告の掲載、訂正などの措置を求めることができる。 

 

 

 

  

 
58 この改正案は、令和 5 年 5 月 17 日に成立し、同月 26 日に公布された。（※令和 5 年 5 月 26 日追記） 
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（２）権利者による対応事例 
 

Case 1 「はるか夢の址」損害賠償事件（漫画） 
（大阪地判令和元年 11 月 18 日） 
 
【事案】 
出版社である原告は、無許諾で同社の漫画作品等を含む多数のコンテンツをアップロ

ードし公開していた海賊版リーチサイト「はるか夢の址」運営者である被告らに対し

て、原告雑誌計 8 誌の編集著作権を侵害されたとして、約 1 億 6 千万円の損害賠償を請

求した。 
 
【判旨】 
裁判所は、被告らが共謀して違法なアップロードを行ったことにより、原告各雑誌の

複製ファイルをインターネットに接続されている自動公衆送信装置であるサーバコンピ

ュータの記録媒体に記録、蔵置し、当該ファイルを不特定多数の者がダウンロードでき

る状態にしたとして、原告各雑誌に係る著作権（複製権、自動公衆送信権）への故意の

侵害を認め、1 億 6536 万 1011 円の損害を認めた。 
本件では、被告らに対して既に刑事事件の判決（大阪地判平成 31 年 1 月 17 日、それ

ぞれ、懲役 3 年 6 か月、懲役 3 年、懲 役 2 年 4 か月の有罪判決）も科されており、意

図的に著作権を侵害する海賊版サイトに対して、厳しい責任が認められた事案といえ

る。 
 

 

Case 2 漫画村広告事件（漫画） 
（第一審：東京地判令和 3 年 12 月 21 日、控訴審：知財高判令和 4 年 6 月 29 日） 
 
【事案】 
 原告は多数の人気漫画を執筆する漫画家であるところ、インターネット上の漫画閲覧

サイト（いわゆる「漫画村」、以下「本件サイト」）において、原告の著作物である漫画

（原告漫画）が無断掲載されていた。 
被告らは、インターネット広告を取り扱う事業者であり、掲載する広告主を募り広告

管理を行う別の事業者を介して、本件サイトの管理者に広告掲載料を提供していた。 
 原告は被告らに対して、被告らが本件サイトに出稿する広告主を募って本件サイトに

広告料を支払う行為は、同管理者に本件サイトの運営資金を提供し、同管理者による原

告漫画に係る公衆送信権の侵害を幇助する行為に当たると主張して、被告らに対し、幇

助の共同不法行為（民法第 719 条第 2 項、第 709 条）に基づき、本件サイト上に原告漫

画が掲載されたことによって減少した原告漫画の売上げに対応する印税相当額の損害の

連帯支払を請求した。 
 
【判旨】 
 第一審では、広告業者が広告料を支払うことで海賊版サイトの資金源となり、侵害行

為を補助しあるいは容易ならしめたといえ、さらに、漫画が無許諾で掲載されているこ

とに関して調査すべき注意義務があるところこれを怠ったとして、計 1100 万円の請求

を認容した。控訴審も第一審判決を支持している。 
 本判決は、インターネット上の海賊版サイトに係る広告事業者の法的責任を認めた裁

判例として重要な意義を有する。 
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Case 3 ファスト映画損害賠償事件（映画） 
（東京地判令和 4 年 11 月 17 日） 
 
【事案】 
著作権者に無断で最初から最後までの内容が分かるように短く編集した映画を YouTube
にアップロードされていた事件（刑事事件については 133 頁参照）について、原告 13
社は、損害額を 20 億円相当であると算定し、最低限の損害回復を求めるものとして 5
億円の支払いを一部請求として求めた。 
 
【判旨】 
 裁判所は、原告の請求を全面的に認め、5 億円の損害賠償請求を認めた。 
 本件では被告らは著作権法違反の事実を認め争わなかったため、損害賠償額が争点と

なったが、裁判所は、著作権法第 114 条第 3 項に基づき、損害額の推定を行った（詳細

は 135 頁参照）。具体的には、「YouTube における本件各映画作品の各レンタル価格

（HD 画質のもの）は、1 作品当たり 400～500 円程度であり、400 円を下らないこと、

うち 30％が YouTube に対するプラットフォーム手数料に充当されること、本件各動画

は、それぞれ、約 2 時間の本件各映画作品を 10～15 分程度に編集したものであるもの

の、本件各映画作品全体の内容を把握し得るように編集されたものであることは、いず

れも当事者間に争いがない。これらの事情を総合的に考慮すると、被告らが本件侵害行

為によって得た広告収益が 700 万円程度であること（当事者間に争いがない）を併せ考

慮しても、「著作権・・・の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額」（法 114 条 3
項）は、原告らの主張のとおり、本件各動画の再生数 1 回当たり 200 円とするのが相当

である」として、本件ファスト映画の再生回数は計約 1 千万回に上っていることから

1000 万×200＝20 億円相当の損害であるという、原告ら主張を妥当とした。 
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５．その他の海賊版対策 

（１）啓発

コンテンツの利用者の視点に立つと、インターネットの普及のため著作権侵害等の犯罪

は身近になり、海賊版の被害を食い止めるためには、著作権保護に関する普及啓発がより

一層重要となっている。とりわけ、学校教育を含めた、若年層に向けた普及啓発の重要性

も叫ばれている。 

 啓発においては、個社での活動も考えられるが、業界団体や官民を通じての活動の方が

大規模に展開できるという利点もあり、多くの業界団体にてかかる活動が行われている。

以下はその一例である。 

Case 1 STOP！海賊版 

2020 年 6 月頃より、経済産業省、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）

及び出版広報センターが連携し、一般消費者の著作権への理解を深めることを目的とし

て、「STOP！海賊版」の描き下ろしのオリジナル漫画作品を作成し公表した。 
STOP！海賊版サイト 59 

59 http://www.coda-cj.jp/enlightenment/manga/ 
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Case 2 教育 

2022 年 10 月頃より、人気漫画家、東村アキコ先生と現役大学生が、創作活動の裏側

や、クリエイターに深刻な被害をもたらしている海賊版サイトについて、対談する動画を

作成し、公開した。 
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（２）著作権登録、冒認登録の防止

著作権は、ベルヌ条約上、著作物を創作した時点で自動的に発生するものであり、特許

権や商標権等とは異なり、登録をしなくとも権利行使は可能である。しかしながら、日本

をはじめ多くの国の公的機関で、著作権に関する情報を登録し公示する制度が整備されて

いる。 

日本においては、削除要請や訴訟において著作権登録をもとに権利主張することは必ず

しも多くはない。他方、ベルヌ条約加盟国であっても、海外、特に中国や米国においては、

海賊版対策として著作権登録が有効な場面や著作権登録をしないと権利行使が困難になる

場面が多い。必要な手続や公示内容、法的効果は各国で異なるが 60、海外展開も視野に入

れた場合、その対象国において、著作権登録が権利保護の要件か、要件ではないとしても

事実上必要とされるか、著作権登録制度の具体的手続はどうなっているか等について、最

新の状況を確認することが望ましい。 

各国での著作権登録の手続や事例については、「インターネット上の著作権侵害（海賊

版）対策ハンドブック」の各論編を参照されたい 61。 

60 日本における著作権登録制度については、以下のページを参照。 
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/toroku_seido/ 
61 文化庁委託調査 EY 新日本有限責任監査法人「諸外国における著作権登録制度調査」（令和 2 年 3 月）

も参考にされたい。

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/license_working_team/r03_01/pdf/93434
301_12.pdf 
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（３）契約上の注意点 
 

コンテンツの展開において、ライセンス許諾を実施する場合は、著作物利用許諾に関す

る契約を締結することになる。 

いわゆる海賊版対応については、当事者間で海賊版を減らすという利害が一致している

ことや対応方法は協議になることから、契約書内で明記することはそこまで一般的ではな

いが、のちに紛争となる場合があるので、役割分担や費用負担などをあらかじめ決めてお

くことは有意義である。また、海外ライセンシーに対して権利を許諾する場合は、海賊版

被害の発生時に協議で解決ということは難しく、またライセンシーを管理する必要性が高

いといえるため、あらかじめ契約書内において、海賊版対策を想定した規定を明記してお

いた方がよい。 

 特に、日本においては、上記（129 頁）のとおり、ライセンシーによる第三者に対する

差止請求権については法令上明確に認められていないため、ライセンシーの立場からすれ

ば、権利侵害があった際に何も手が打てないという事態を避けることを目的として、ライ

センサーが差止請求を行うことを契約上で義務付けることが考えられる。条項例は以下の

とおりである。 

 

ライセンシーの立場からの条項例 
第●条（権利侵害）（甲＝ライセンサー、乙＝ライセンシー） 
 
1. 甲乙は、本件著作物に対する第三者による著作権等の侵害防止に努めるものとす

る。 
2. 第三者により本件著作物の著作権その他の権利が侵害された場合において、乙が甲

に対して書面で要請したときは、甲は当該第三者に対し、侵害行為の差止めを請求し

なければならない。当該請求の費用負担については、甲乙協議して別途定めるものと

する。 
 

 

 また、海外映画を買い付け、ライセンスを受け、日本国内で上映・配信等する場合、そ

の映画（日本語字幕版等を想定）が違法アップロードされた場合、国内のライセンシーは

著作権者でないことから、警察に被害相談し、刑事告訴できるかどうかが問題となる。 

 日本国内における独占的ビデオグラム化権者である場合、最決平成 7 年 4 月 4 日 62に基

づき、刑事訴訟法第 230 条にいう「犯罪により害を被った者」にあたるとして刑事告訴が

可能となる。 

そのためにも、契約書内に「exclusive license」など日本国内での独占的ライセンスを

示す文言が記載されているか否かが重要となる。 

  

 
62 刑集第 49 巻 4 号 563 頁 
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一方で、中国など海外の一部では、ライセンシーが海賊版対策を行うことが一般的な場

合も少なくない。このような場合、ライセンサーの立場からすると、海外ライセンシーに

よる海賊版対策は促進しつつも、ライセンサーの意図しないような対策（正規コンテンツ

やファン作品への権利行使等）が行われることを防ぐ必要も生じる。 

例えば、権利行使する際は、ライセンサーへの事前通知を海外ライセンシーの義務とす

ることが考えられる。条項例は以下のとおりである 63。 

 

ライセンサーの立場からの条項例 
第●条（権利侵害）（甲＝ライセンサー、乙＝ライセンシー） 
 
1. 乙が本契約に基づき享受するライセンス権利が第三者に侵害された場合、乙は自身

の名義で権利保護を行う権利を有する（弁護士書簡の送付、行政摘発、提訴などが含

まれるが、これらに限られない。）。ただし、乙は、事前に侵害者、侵害行為等具体的

な権利侵害の詳細及び講じる予定の権利保護措置を甲に通知し、甲の書面による承諾

を得なければならない。 
2. 前項に規定する権利保護に必要な費用（以下「権利保護コスト」という。）は、乙

が負担し、権利保護により獲得した賠償金、和解金などの収入については、全ての権

利保護コストを差し引いた後、甲：乙＝●：●の割合で、乙から甲に残りの収入が分配

されるものとする。 
3.甲は、合理的な範囲内で第 1 項に規定する権利保護に必要な協力を行い、これらの

協力により一定の費用が発生する場合、権利保護コストとして乙が負担するものとす

る。 
 
  

 
63 中国の場合、権利行使の場面で、ライセンサーからの授権証を求められることも多く、その内容等につ

いても契約書内で明記しておくことが望ましい。その詳細については、「日本コンテンツの海外展開に関

する調査報告書―中国編―」（2022 年・文化庁）175 頁以下を参照。 
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/kaizoku/assets/pdf/93753201_01.pdf 
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（４）海賊版コンテンツへの資金源を断つ 
 

ア．検索結果表示停止要請／アプリの配信停止要請 
 

 いずれも、消費者が海賊版コンテンツにアクセスする導線を断つという観点から、関連

事業者に対して協力を要請するものである。 

「検索結果表示停止要請」とは、Google などの検索サービスのプラットフォーム事業者

に対して、検索サービスによる「検索結果」に海賊版コンテンツが表示されないよう要請

することをいう。 

 「アプリの配信停止要請」とは、アプリ配信プラットフォームに対して、海賊版コンテ

ンツを拡散するアプリの配信停止を要請することをいう。 

 

イ．広告出稿停止要請 
 

海賊版コンテンツを掲載しているウェブサイトは、ウェブサイト内での広告表示により

収入を得ていることも多い。他方、広告主にとっては、海賊版コンテンツが掲載されてい

るウェブサイトに広告を掲載することは、当該ウェブサイトの収入手段に関与していると

の評価も免れないことから信用失墜のリスクがあるといえる。このような場合に、広告代

理店、広告主、広告関係団体に対してウェブサイトへの広告の掲載中止を求めることで、

ウェブサイト運営者の収入源を断ち、侵害行為継続のインセンティブを削ぐことにつなが

る 64。具体的な事例については 131 頁の Case1 を参照。 

  

 
64 日本においては、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）が、広告団体を通じて同団体に

所属している広告代理店や広告取扱業者に対して、海賊版コンテンツを掲載しているウェブサイトに広告

を出さないように要請する取組みを行っている。なお、CODA では、侵害行為者や侵害物に対する「直接

対策」と並行して、広告出稿の停止要請、侵害サイトのフィルタリング（注意喚起メッセージの表示）、

検索結果表示の停止要請などの「周辺対策」も実施している。 
  http://www.coda-cj.jp/news/detail.php?id=171 
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Tips 日本における権利者団体と広告団体の取組み 
 
日本においては、海賊版掲載サイトにおける広告掲載を中止し、ウェブサイト運営

者の収入源を断ち、侵害行為継続のインセンティブを削ぐことを目的として、著作権

者側から広告業者側に対して著作権侵害が疑われる警戒すべきウェブサイト及びアプ

リのリストを定期的に提供し、海賊版掲載サイトを広告掲載先から排除する広告業界

の自主的な取り組みに活用するということが、以下の著作権関連団体 9 団体及び広告

関連団体 3 団体の協力の下で実施されている。また、2019 年 9 月には「海賊版サイ

トへの広告出稿抑制に関する合同会議」が設置されている。 
 
 著作権関連団体 9 団体 
一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構(CODA) 
一般社団法人コンピュータソフトウェア著作権協会(ACCS) 
デジタルコミック協議会 
一般社団法人日本映画製作者連盟(映連) 
一般社団法人日本映像ソフト協会(JVA) 
一般社団法人日本動画協会(AJA) 
一般社団法人 日本民間放送連盟(民放連) 
不正商品対策協議会(ACA) 
日本国際映画著作権協会(JIMCA) 
 
 広告関連団体 3 団体 
公益社団法人 日本アドバタイザーズ協会(JAA) 
一般社団法人 日本インタラクティブ広告協会(JIAA) 
一般社団法人 日本広告業協会(JAAA) 
 
当該取り組みの結果、リストに掲載された海賊版サイトが閉鎖したり、海賊版が数

多くアップロードされていたサイトにおいて海賊版のアップロードを防止したりする

などの対応がとられ、当該サイトに海賊版がアップロードされる数が大幅に減少した

といった成果が確認されている。 

 

 

ウ．カード決済停止要請 
 

海賊版コンテンツを掲載しているウェブサイトの中には、有料会員制を採るものや、運

営のための資金を募るものもあり、そのような場合には電子決済を採ることが多い。他方、

金融会社は、一般的に違法取引をする者には金融サービスを提供しないことから、クレジ

ットカード会社や銀行などの金融会社に著作権侵害に関する情報を提供して、当該ウェブ

サイトに関連して発生する決済処理の停止を求めることで、ウェブサイト運営者による侵

害行為の継続を困難にすることができる。 
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エ．セキュリティソフト会社などへの協力要請 
 

セキュリティソフト会社に対して、セキュリティソフトのユーザーが海賊版コンテンツ

を掲載しているウェブサイトへアクセスすることをブロックしたり、ユーザーに対し著作

権侵害の注意喚起のメッセージを表示させたりするような仕組みを提供するよう要請した

りすることが考えられる。また、電子商取引サイト（EC サイト）やオークションサイト

運営者に対して他人の権利を侵害するコンテンツの出品を禁じたり、そのようなコンテン

ツが発見された場合には削除するよう協力を要請したりすることで、ユーザーが容易に海

賊版コンテンツへアクセスすることを防止することができる。 

実際に、一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）等の権利者団体において

は、定期的にセキュリティソフトウェアの会社やその関連団体に対し、海賊版コンテンツ

掲載ウェブサイトの情報を提供している。その結果、例えば、中国から日本向けに日本の

映画・アニメ・ドラマ等の多数の海賊版 DVD を販売していた中国人の運営するウェブサ

イトについて、ユーザーが当該ウェブサイトにアクセスしようとすると注意喚起のメッセ

ージが出るといった対応がなされた。 
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６．相談窓口、業界団体等について 
 

（１）相談窓口 
 

ア．文化庁 海賊版による著作権侵害の相談窓口 65 
 

文化庁では、令和 4 年 8 月に、インターネット上の海賊版による著作権侵害対策情報ポ

ータルサイト内に新たに相談窓口を開設し、主にインターネット上の海賊版による著作権

侵害に関する相談を受け付けている。 

相談は、文化庁ポータルサイト内の相談受付フォームから受け付けている。回答は、原

則として電子メールにて行い、案件によってはオンライン等により弁護士との無料個別面

談を行うことも想定している。 

また、同ポータルサイトでは、「よくあるご質問」として、初心者が疑問に思う点をま

とめているので、こちらも参考にされたい 66。 

 
  

 
65 https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/kaizoku/contact.html 
66 https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/kaizoku/faq.html 
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イ．その他窓口 
 

 その他、相談の性質に応じて、例えば下記の相談窓口が挙げられる。 

 

特許庁 
政府模倣品・海賊版対策

総合窓口 

日本権利者等からの模倣品・海賊版の相談を受け付けてい

る。 
https://www.jpo.go.jp/support/ipr/index.html 

日本貿易振興機構（ジェ

トロ） 
模倣品・海賊版被害相談

窓口 

海外ビジネスでの知的財産侵害リスクの回避方法、海外市場

での模倣品・海賊版問題の解決について相談を受け付けてい

る。 
https://www.jetro.go.jp/services/ip.html 

独立行政法人工業所有権

情報・ 
研修館（INPIT） 
知財総合支援窓口 

弁理士・弁護士・中小企業診断士、デザイナー等の専門家に

よる助言を受けることができる。 
https://www.inpit.go.jp/consul/chizaimadoguchi/index.html 

一般社団法人日本ネット

クリエイター協会 
よろずメール相談 

会員からのメールでの著作権侵害などに関する相談につい

て、弁護士等の具体的なヒアリング、及び、解決方針を提示

する 67。 
http://www.jnca.or.jp/html/seminar03.html 

 

  

 
67 実際に当該問題を解決するための業務に関しては、別途費用が発生する。 
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（２）業界団体・知的財産権保護団体 
 

海賊版対策をするうえで、規模の大きな悪質サイトへの対策などを個社のみで対応する

ことには限界があり、業界団体や知的財産権保護団体としての活動を進めることがより効

果的な場面がある。また、業界同士で悪質な海賊版の最新状況等について情報共有できる

という側面もある。 

 下記では、一部の業界団体の例について紹介する。 

 

 

一般社団法人コンテンツ海外流通

促進機構 （CODA） 
日本国内外の政府機関、業界団体、コンテンツ関連

企業（コンテンツホルダー）などとの連携を図りな

がら、海賊版対策をはじめとした各種活動を展開す

る。 
http://www.coda-cj.jp/ 

国際知的財産保護フォーラム

（IIPPF） 
模倣品・海賊版などの海外を中心とした知的財産権

侵害問題の解決を目指す。 
https://www.jetro.go.jp/theme/ip/iippf/ 

一般社団法人日本ネットクリエイ

ター協会（JNCA） 
 

インターネットを中心に活動をしている同人クリエ

イターの制作物を対象とした知的財産権の維持、管

理及び保全事業等を行う。 
http://www.jnca.or.jp/index_pc.html 

一般社団法人日本動画協会 
 (AJA) 

アニメーション製作業界の意志を統合し、関連する

諸企業・団体との連携を保ち、アニメーション産業

全体の持続的発展を目指す。 
https://aja.gr.jp/ 

一般社団法人日本レコード協会 
（RIA) 

優良なレコード（音楽用 CD 等）の普及、レコード

製作者の権利擁護ならびに、レコードの適正利用の

ための円滑化に努める。 
https://www.riaj.or.jp/ 

一般社団法人日本映画製作者連盟 
（映連） 

映画製作配給大手四社の団体。映画製作事業の健全

なる発展を目的とし、会員間の不公正防止、海外輸

出の促進、国際映画祭の参加、国内外資料の蒐集作

成及び公的機関、関連団体との折衝などを行う。 
http://www.eiren.org/ 

一般社団法人民間放送連盟 
（JBA） 

基幹放送を行う全国の民間放送事業者を会員とする

一般社団法人であり、放送事業を支えるための著作

権保護活動等に取り組む。 
https://j-ba.or.jp/ 

一般社団法人 ABJ 
 

電子書籍流通事業者、IT・通信事業者、著者権者団

体といった複数の関係者で構成される民間団体であ

り、電子書籍の正規配信サービスであることを示す

「ABJ マーク」の交付事業や、違法サイトの情報収

集と提供、違法配信防止の啓発等に取り組む。 
https://www.abj.or.jp/ 
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一般社団法人デジタル出版者連盟 
（DPFJ） 

デジタル出版の普及、デジタル出版事業に関する法

制度環境の整備及び提言等に取り組む。 
http://ebpaj.jp/ 

一般社団法人コンピュータソフト

ウェア著作権協会（ACCS） 
ファイル共有ソフトやインターネットオークション

を悪用した著作権侵害などの諸問題、法の整備と権

利行使、著作権の普及・啓発、コピー防止技術など

技術的保護手段の普及活動に取り組む。 
https://www2.accsjp.or.jp/ 
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７．海賊版対策における戦略立案 
 

 コンテンツ事業者等が、海賊版対策に取り組むに当たっては、具体的にどのような目標

を立てるか、予算や人員を設定するか、実際の進め方をどうするか等々、多くの考慮すべ

き要素がある。これまで具体的な海賊版対策の手段について解説してきたが、最後にこれ

ら手段を踏まえて、どのように海賊版対策を行っていくべきか、いくつかの指標について

述べる。 

 

（１）計画の立案 
 

 海賊版が散見される程度の段階では、海賊版が発見される都度対応するということも可

能であり、実際にそのようなケースも多い。もっとも、海賊版が日常的に、かつ様々なプ

ラットフォームで発生している可能性がある場合、付け焼き刃の対応では後手に回り正規

版の利益が大幅に減少するリスクがあり、計画的に対策を進める必要がある。具体的には、

監視するプラットフォーム、人員、予算、スケジュール等を総合的に検討しながら、年度

ごとなど定期的に見直す計画を立て、関わる内外の人員に共有することが考えられる。 

 

（２）監視するプラットフォーム 
 

 主要な大手 EC サイトのみを監視するか独立サイトも見るのか、エリアを日本国内のみ

を見るのか海外も見るのか等、まずは対象となるプラットフォームを決めることで、対策

に要する全体の規模感を掴むことができる。 

プラットフォームを決めるために、前段階としてどれくらいの海賊版被害が出ているか、

全体的に検索をして実態を掴む初歩的な簡易調査を行うことも多い。 

 

（３）人員 
 

ある程度規模感がつかめたところで、どれくらいの人員を割いて対応をするかの検証が

必要である。多くの会社では、社内リソース（専門の人員が対応する場合もあれば、法

務・知財の人員が他業務と兼任して対応する場合もある。）と外部リソース（オンライン

上で海賊版をモニタリングするベンダー、法律事務所等）を使い分けていくことになる。 
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（４）予算 
 

予算配分をどうするかも重要な課題となる。海賊版をモニタリングするベンダー等を使

用する場合、年間での契約となることも少なくないため、その予算を確保しておく必要が

生じる。また、外部の法律事務所への発注が未確定の場合でも、著作権の権利行使におい

ては予算感が固定になる業務（警告状送付、発信者情報開示請求等）もあるため、事前に

価格相場を確認しておき、年間の予算として、いくつか実際に権利行使ができる予算を確

保しておくという手もある。 

 

（５）スケジュール 
 

海賊版対策については、定期的に一定数を継続して行い続けるということも有効ではあ

るが、一方で、海賊版の出現は、動画の配信開始や新商品の販売、人気度に連動する側面

が強いため、そのような正規版の発売・配信タイミングと合わせて海賊版対策の計画もし

ておくことが望ましい。例えば、アニメの第１話配信に伴い、多くの無許諾動画が上がる

ことが多く、この第１話配信に備えて、リソースを多く割き、迅速な削除要請を行うなど

が考えられる。 

 

（６）検証 
 

 海賊版対策を効率的に進めるためには、定期的な検証を行うことが望ましい。例えば、

月に 1 回は、どのような海賊版が、どのプラットフォームで発見されたか、これに対する

削除要請の成功率はどれくらいかといった情報を数値化・グラフ化することにより、海賊

版流通の傾向を把握できる。次のクールも同じような対策を継続するのか、監視すべきプ

ラットフォームを変えるべきか等の指針にもなる。また、削除要請しても対応しない悪質

な業者に対しては、警告状送付や法的措置などさらに強いアクションを取るべきかといっ

た事項も、このような検証のタイミングで検討することが考えられる。 

以上 
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